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StephenGilmanの
会 計 原 則 論(邦 訳)
久 野 光 朗
ま え が き
こE・IC訳出 した"StephenGilmanの会 計 原 則 論"は,「AccountingConcepts
ofProfit」(NewYork,TheRonaldPressCompany,1939)の第1'4章"原
則 の構 成 リス ト"(CompositeListofPrinciples)であ るが,前 巻 第 三 号 に掲
載 した 第4章"人 的 会 計 実 体"(ThePersonalAccountingEntity)と第5章
"非人 的会 計 実 体"(TheImpersonalAccountingEntity)
,そ して 前 巻 第4号 に掲
載 した 第11章"会 計 コ ンベ ンジ ョン と株 式 会 社"(AccountingConventionsand
theCorporation)とと もに,原 著 者 故StePhenGilman氏の 仲 介 で原 著 出 版 社
の文 書 部 長E.A.Woodson氏 か ら1959年9月18日付 で本 誌 に発 表 す る許 可 を
得 た もの で あ る。
"会計原則は存在するのか?"とい う問題 は,極 めて基本的な問題でありなが
ら,未 だに解決 を見ていない古 くして新 しい問題である。 この問題が会計理論
および会計実践の両面から強い関心をもってとりあげられたのは,ア メ リカに
おいて はユ930年代か らで あ り,
(久野注♪
るで あ ろ う。
わが国においては1950年前後か らであると言え
こ㌧に日米両国間の会計進歩の差が十年余 りもあるとい うことを 見出す こと
も出来 るか,そ れはさてお き,か 、る問題が両国の会計人の間に意識 されるに
至った置接的要因は,何 れ も会計が多 くの利害関係者の利害調整機能を果す一・
つの社会的制度として 認識 されるようになったか らであり,な かんつ く証劣取
(久野注)ア メ リカにおける当時の関係文献については訳出した本交(pp.20,21)を
参照。わが国では,1934年に商工省臨時産業合理局が 「財務諸表準則」を発表し,
また1941年に企画院財務諸表統一一es議会が 「製造工業統一財務諸表準則草案」を発
表していたが,制 度的に所謂会計原則が確立 したのは1949年に経済安定本部企業会
計制度対策調査会の中間報告 として発表された 「企業会計原則」によるものである
ことは衆知の事実である。
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似 野注1、
引法に基づ く一般投 資家の保護 とい うことが重視せ られ,そ の為 に所謂会計原
則 の制定 を促がすに至 つたか らで ある。 そ して,そ の所謂会計原則の制定 とい
15建設的努力の過程 の中で,冒 頭 に示 した よ うな``会計 原 則 は 存 在 す るの
か?"と い う問題 に直面 せ ざるを得な くな ったわけで ある。
それでは,こ の問題 をS.Gilmanは如何な る方 法で考察 しているのであ ろ
うか?彼 は,先 ず初期 の所謂会計原則 探究の歴史を振返 え り,そ こに制 定 さ
れてい る一般 に会計原則 と称 され るもの を存在論的 に理 解す るので あ る。 彼 は
言 う(ibid.chap.12,PP.168～169)。"イギ リスの慣習法(commonlaw)
は先決例(Pエecedents)に基 づ く前提,通 則,理 論,或 いは原則か ら成 ってい
る。 同様 に,会 計 に も一種 の慣習法が発展 してい るよ うに思われ る。 イギ リス
の慣習法 と同じよ うに,そ れ は完全 な書式の形 で は適切 に提示 され ていないで
実務経験(practicalexperience)から発展 した もので あ る。 この一連の見解は
法令や勅令 の直接的帰結で はな くて 試 行 錯 誤 の 方 法(methodoftrialand
errOV)によって発展せ られた。"
次に,彼 は,純 粋 に会計原則 と言 う場合の``原則"と い う用語の吟味 を行な
うことに よって,会 計に真の原 則が存在 するか否か とい う疑問 に対 して極 めて
否定的な態 度をとらぎるを得 な くな るので あ り,原 則 とい う用語 の使用 を所謂
会計原 則の生成発展について述べ る第12章か ら第16章の間だ けに限定 してい る
`久野 注2、
のであ る。即 ち,彼 は,辞 典の定義や他の権威者達の定義を綿密に検討 した う
(久野注3、
え で,``原則 は`基 本 的 で あ り'(fundamental),`包括 的 で あ り'(comprehensi・
ve),且っ`他 の もの を派 生 せ し め る'真 理(truth)を示 す と言 っ も差 支 え な い
(久野注1)ア メ リカにお け る証券取引法(SecuritiesandExchangeAct)の制定
は1934年6月であ り,わ が国 にお ける証券取 引法 の制 定 は1948年4月で あ る。
(久野注2)ibid.chap.1,p.10,chap.12,p.167を参照 。
(久野注3)参 照 した五種 類の辞 典の定 義 を列挙 す れば次 の通 りで あ る。
「Webster'sNewInternationalDictionary」:"4.基本 的真理;そ れか ら他の も
のが 派生す る,或 い はそれに他の ものが基礎 をお く包括 的法則 もし くは原理;普 遍
的真理;基 礎 的命 題 もし くは基 本 的 仮 定;準 則;公 理;公 準 。5.確 立 した行 為通
則;支 配 的行為法 則;生 活や行 動に直 接 的影響 を与 え る意見,態 度,或 い は信念;
絶 えず 人の行為 を指 向す る 行 為 通 則(一 般 に正義 の通則)。同義語 一 こ ～に 「原
則 」 と 「通則 」 とは支 配的 もしくは指 向的影響 を及 ぼす とい う意味 で比較 され る。
「原則 」は基 本的 な真理 もしくは普遍妥 当性 とい う観念 を強 調 す る;「通則 」は もっ
と特 殊 な指 向 もしくは規制 とい う観念 を強調す る;或 る種 の管理 の 「原則 」に従 う*
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で あ ろ う"と 述 べ(ibd.chap.13,P.188),更に 会 計 原 則 とい う概 念 の 普 遍
妥 当 性 を 充 足 させ る為 に は 次 の 三 つ の``原 則 テ ス ト"(testsforprinciples)に
よ っ て 検 討 せ ね ば な らな い と し て い る(ibd.chap.13,P.193>。
異 な る法 令 テ ス ト(varyingstatUtestest)
{異な る業種 テス ト(▽aryingindustriestest)異な る資本形態テス ト(varyingproprietorshiptest)
異 な る法令テス トとは,如 何 な る国や土地 において も普遍 的に妥 当す るか否
かの テス トで あ り,異 な る業種 テス トとは,如 何な る業種 に も普遍的に妥 当す
るか否かの テス トで あ り,最 後の異 なる資本形態 テス トは,如 何な る資本形態
に も普遍的 に妥 当す るか否か のテス トで あ るが,か ＼る仮設 を肯定 した うえで
次 の よ うに結論 してい る(ibd.chap.13,P.194)。"もしも定義 や一 般的理 解
に従 って会計原 則が存在す るとすれば,そ れ らの原 則は,法 律,判 決,或 いは
政府機関の規制 にょって修正 を受けない とい う点で ドイッ,ロ シヤ,サ ワラ活
漠 や カラマズ ー,ミ シガンにおい て全 く同じでな ければな らない し,企 業の沙
動形態 に よって修正 を受けない とい う点で角の食料品 店,航 空 会 杜,材 木 会
社,銀 行,或 いはダ ンス ホールで も同一で あ るべ きであ り,更 に資本形 態 によ
って修正を受けない とい う点で個人企業,組 合企業,株 式会社,社 交 クラブ,
或 いは市 にお いて も同一でな ければな らない。"
か くの如 く,原 則 とい う用語の概 念規定 を厳密 に 行 な うとすれば,``われわ
れの所謂会計原則の 多 くは実務の行為通則(workingrule)をで ない ものであ
r久野 注)
る……"か ら,当 然,文 字通 りの意味にお け る会計原則 は殆ん ど存在す る余地
がな くな るで あろ う。従って,こ ㌧に訳 出 して掲載 したSanders,Hatfield,
苦 とか ,或 る種 の 管 理 の 「通 則 」 を樹 て る とい う如 きで あ る。"
「AnEtymologicalDictionaryoftheEnglishLanguagej:``基本 的 な 真 理 も
し くは法 則 。"
「TheOxfordEnglishDictionary」:"基本 的 な 真 理 も し くは命 題 。"
「TheDictionaryofPhilosophyandpsychology」:"原則 は そ の結 論 を根 拠 あ
る もの とす る為 に依 存 して い る命 題 で あ る。"
「TheCenturyDictionary」:"他の ものs基 礎 を為 す,或 い は他 の もの を 派 生 す
る法 則 。"
(久野 注)F.SewellBray,「FourEssaysinAccountingTheory」(London,
OxfordUniversityPress,1953),p.2.
4
一96一 商 学 討 究'第11巻 第1号
a瓦dMoore,「AStatementofAccountingPrinciples」(NewYork,
(久野注1)
AmericanInstituteofAccountants,1938)の二 十 五 項 目か ら 成 る分 類 表 に 従
っ て 列 挙 され て い る所 謂 会 計 原 則 に 対 す る論 評 を 見 れ ば 分 か る 如 く,``資本 と
利 益 の 区 別"(distinctionbetweencapitalandincome)を除 け ば,真 の 原 則
の 名 に 値 い 参 る会 計 原 則 が 存 在 し な い こ とが 立 証 せ ら れ て い る。 ま た,"資 本
と利 益 の 区 別"と い う原 則 で す ら,そ の 中 に は 会 計 期 間 の コ ンベ ン シ 。ン が 内
在 して い る と述 べ られ て い る(ibd.chap.14,P.199)。
か くし て,S.Gilmanに よ れ ば,``重要 性"(materiality),``首尾 一 貫 性"
(consiStenLy),``保守 主 義"(conservatism),"公開 性"(disclos町e)など の 如
き一 般 に会 計 原 則 と称 され て い る もの は"原 理"(doctrines)もし くは"政 策"
(POIicies)と称 さ れ(ibd.chap.13,P.187,chap.14,PP.198,201,204,
206,chap.15,pp.231～245,etc.),"収益 の 実 現"(inLomerealization)や``原
価 評 価"(costvaluation)など は コ ンベ ン シ 。ン もし くは コ ンベ ン シ 。ン と通 則
(rule)の結 合 し た もの と考 え られ(ibd.chap.14,PP.212,222),"低価 主
義"は コ ンベ ン シ.ン,原 理,お よ び 通 則 の 混 合 し た もの(anintermingling
ofrule,conv㎝Ltion,anddocttrine)と言 わ れ て い る(ibd.chap.14,P.224)。
最 後 に,上 述 しtcと ころ か らS.Gilmanが 所 謂 会 計 原 則 な る もの の 構 造 を
如 何 に 解 し て い るか を大 ま か に 結 論 づ け る な ら ば,そ れ は コ ンベ ン シ.ン,原
理,通 則 と い っ た もの が 個 々 に規 定 さ れ て い る か,そ れ らの 二 つ 以 上 が 結 合 し
て 規 定 さ れ て い る もの だ と言 え るの で は な か ろ うか?
原 則 の 構 成 リ ス ト
(C・mp。8iセ・Li5聖。`Pri・`董ples)
会計原則を表示せんとする色々な試案については,既 に第12章で述べた。
これ らの リス トの申で完全な ものであることを意図しているものがあるか否
(久野注1)黒 沢清,「新版 近代会 計学」(春 秋 社,1960),p.285には"「 企業会 計
原則 」は,け っしでS.H.M.会 計原則 にの み準 拠 して構 成 された もの で は な く
て,A.A.A.会 副原則 の長所 は充分 に と り入れ,何 よ りもまず 日本経 済的制度 的
環境 の考察 の上に立 って つ く られ た もので あ るこ とを知 ってお く必 要が あ る"と 述べ
られてい るが,こ のS.H.M.会 計原案 はわが 国の 「企業会 計原則 」 と極 めて類
似 してい るこ とに も留 意すべ きで あ る。 裾
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か は 疑 問 で あ る 。 そ れ ら を提 示 す る に 当 っ て は,"会 計 の 原 則 を制 定 し よ う と
す る こ とが この 論 文 の 目的 で は な い"と か,``会計 の 原 則 と コ ン ベ ン シ.ン を集
約 す る こ とは 容 易 で な い が,二 ・三 の 例 が そ の 性 格 を 充 分 に示 す で あ ろ う"と
か,或 い は``恐 ら く この リス トは 原 則 の す べ て 団は な い に し て も,そ の 幾 つ か
を包 含 して い るで あ ろ う"と い っ た よ うな 注 解 を もっ て 書 き始 め て い るの が 普
通 で あ る 。
ア メ リカ会 計 学 会 は,そ の ス テ イ トメ ン トを``試 案"(tentative)と呼 び,特
に そ れ が``あ らゆ る会 計 の 理 論 と手 続 の 公 準 を樹 立"笠 ん と し て い る もの で な
い こ と を指 摘 し た 。
これ らの リス トの 申 に は,ま さ し く コ ン ベ ン シ 。ン,通 則(rules),もし く
は原 理(doctrines)と称 し得 る項 目 を 含 ん で い る もの もあ る。 ま た,会 計 の 基
礎 を な す 幾 つ か の コ ン ペ ン シ.ン を漏 して い る もの もあ る。
これ らの 色 々 な 会 計 原 則 を一 つ の 構 成 リス トに纒 め る こ とが 望 ま し い よ うに
思 わ れ る 。 こsに 示 し た 構 成 リス トの 配 列 は,全 くSanders,Hat〔ield,およ
びMooreが 提 示 し た 分 類 に 従 っ て い る。 しか し,こ の 分 類 方 法 を 適 用 し た の
は,そ れ が 最 上 の もの だ と い う 意 味 で は な い 。Sanders,Hatfield,およ び
Mooreの リス トが,恐 ら く他 の リス トも し くは 規 定 よ り も幾 分 優 れ た 分 類 に
従 っ て 類 別 され た 多 くの 項 目 を 含 ん で い る とい う事 実 に 基 づ い て い る の で あ
る。
Sanders,Hatfield,およびMooreの 分 類 は,先 ず ロ ー マ 数 字 に よ っ て 次 の
よ うに 構 成 さ れ て い る 。
1.一 一般 原 則(GeneralPrinciples)
fi.損 益 計 算 書 原 則(IncomeStatementPrinciples)
皿.貸 借対 照 表 原 則(BalallceSheetPrinciples)
IV.連 結 計 算 書(ConsolidatedStatemellts)
V.注 解 と脚 注(commentsandFootnotes)
これ らの大 きな見出しの下に,必 要 に応 じて,ア ル フ ァペ ヴ トか数字に よっ
て,更 に小 さ く分け られてい る項 目が補足的な アル フ ァベ 。 ト分 類 になってい
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る。
一 この結 合方法を役立て よ うと試み る に 当 っ て ,し ば しば 分 類 上 の 困 難 に
遭遇 した。即 ち,或 る別 の 著 者 も し くは 団体 によって提示 され る"原 則"
(principle)が,必ず しもこ、に述べ た分類の構成表 と正 し く一致 していなかっ
たか らで あ る。従 って,Sanders,Hatfield,およびMooreの 分類 をい さ～か
拡張 し・場 合に よって・ それ らの項 目の幾つか については,そ の意 義を広.める
』
必要があった。 しか しなが ら,基 本的 な分類め構成表 を著 し く乱 す ことはなか
ったと信ず る。.
参照 の労 を取除 く為 に,次 の よ うな略語 を用いて諸項 目の出所 を示 した。
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Sanders,Hatfield,およびMooreの リス トが分類 の基準 に使用 されてい る
ので,何 れの場合 に も,先 ず彼等の リス トか らの 引用を示 し,そ の後に他の出
所か らの適切 な引用 を矛す ことにす る。 更 に,こ の表示の順序は何 ん ら優 劣を『
　 ヒ ロ
示 す ものでない ことに注意せ ねばな らない。
この構成 リス トにi渇げ られてい る引用文献の中 には,建 設的 とい うよ りも寧
ろ批判的な ものがあ る。 この リス トには,提 示 された原則 を示 すだ けでな く,
幾 つかの相容れない見解 を も示す ことが意図 されてい る。
へ
以上の如 き前提に基づいて こそ,こ の書物の完成する日までに色々な会計の
著作者,委 員会,そ の他の団体によって提示 されて きた会計の原則,コ ンペン
シ.ン,原 理,お よび通則の総括的で相当に完全な構成 リス トを示すのに次の
ような構成項 目を引用し得たのである。
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1.一 般 原 則
1.A."会 計 は,(a)企業 の財政状態,(b)そ の利益獲得 の過程 に関す る財 政事 項の あ
らゆ る重 要な資 料 を利用 しな けれ ばな らない 。"(S-H-M)・
この ステ イ トメン トは他の権威者達か ら余 り問題 に されなか つた。 それは原
則なのか,そ れと も通則 もしくは原理なのか?``重要な"(material)とい う言
葉の意 味合 いは,"財政事項"(financialnature)とい う言葉 に含 まれている限
界が コンベ ンシ.ン の本質的特性 を与 えて い るとはい え,基 本的 な真理 とい う
よ りも政策(policy)を灰 めか して い る。恐 らく,こ の項 目は技術的な 原 則 と
い うよ りも道徳的な原 則を表 明す る もので あろ う。
次の三 つの項 目は,極 めて密接 な関係が あ るので,同 時に考 察す るのが至当
で あ る。
1.B."資本を増減させる取引は収益を増減する取引と区別せねばならず,そ の二種類
の変 動が一 つの取引 において嬉 生す る場合 は,そ の各 々の範 囲 を示 さねば な らない。"(S-
H・M)
1.C."信 頼 し得 る歴 史記録 が企 業の全 取引につ いて行な われねば な らない が,こ の記
録 は資本 と利益 との必 要 不 可 欠 な 区 別(necessarydistinctionbetweencaPitaland
income)を維持す る為に更 に 分解せ ねばな らず,さ もな けれ ば爾後 の分解 を可能 にす る も
ので なければな らない。"(S-H-M)
1.D."長 期資産(long-termassets)の使用 は数 会計期 間に亘って資本 と利益 を配 分
す る ことを意 味す るが,そ の 会計の正確性 は主 として これ らの配 分 を行 な う正当 な判 断の
仕 方に依存 してい る。"(S-H-M)
"減価
,減 耗,そ の他すべ ての原価 の減 少 分 もしくは費消分 は,そ の金額 が正 し く測定 出
来 な くて見 積 りによ らねばな らない場 合 で も,常 に これ を認識せ ねば な らない。 将来 の期
間に照 応す る原 価の見積 りは,劃 一 的な公式 ではな く,経 営判 断,円 熟 した経 験,お よび
専 門家 の見 解に基づ かね ばな らない 。貯正 し く将来 の期 聞に繰延べ られ る過去 の原価 の一 部
を決定す るに際 し,企 業別,お よび産業別 に合理 的な首尾一 貫 した実 務 を発 展 させ ねばな
らない 。(公準3,A.A.A.)
"設備への投資額は,その設備の全耐用命数にか、わ らしめて営業費へ計上せ ねばな ら
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な い 。'2(原則2,Byrne)
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"例え ば
,設 備 へ の 投 資 額 は その 設 備 の 全 耐 用 命 数 に か ～わ らし めて 営 業 費 へ 計 上 せ ね
ば な らない とい うの は,一 般 に 認 め られ た 原 則 で あ る 。"(「ExaminationofFinancial
StatenlentsbyIndependentPublicAccountants」,NewYork,AmericanInstituteof
Accountants,January1936)
"投下資本の維持は利潤を示す為の前提要件だというのが経済 学上 の公理であって,
企業は,当期の純利益 もしくは純損失の数値を算定する以前に,当 該期間の総収益か らそ
の収益獲得に消費した全資産額および全費消価値額を控除しなければならない。"(Mason)
命題 のB,C,お よびDは 資本 と収益 を区別す る色 々な面 に言及 してい る。
命題Bは 特 に取引に関す るものであ り,命 題Cは 歴史記録 の信 頼性 に関す る
もので あ り,そ して命題Dば 長 期資産の処理方 法に対す る判断の妥 当性 に関す
るもので あ る。 これ'ら三 つの命題 を一 つに纒 める ことによって,他 の権威者達
か らの 引用文献では もっ と論理 的に分類 されてい る。
ア メ リカ会計学会の委員 会 は原価(COStS)と価値(ValUeS)に関 す る七 つの
公準 を規定 してい る。公準3は 既 に引用 した。 しか し,こ の 委 員 会 の 報 告書
は,そ の七 つの何 れ もが一 定の基 本 的 な 公 理 を 構 成 してい ると主張す る。即
ち,``か くして会計 は本質的には評価 の手続ではな く,歴 史的原価 と収益 を当
期 と次期以降の会計期 間へ配分す る手 続 で あ る"と 。 この 包 括 的 な公 理 は
Sanders,Hatfield,およびMooreの 報告書 にお ける命題 の1.B.,1.C.,およ
び1.D.に 代 えて もよいと考 え られ るで あろ う。
色 々な著者達の見解か ら判 断す ると,こ の公理 は,色 々 と表 明 されてい る見
解 によって適切 に修正 を受け るな らば,ど れ に も劣 らないほ ど真の会計の原則
へ接近 してい る。7CS'一つ小 さな,そ して恐 らくとるにた らない矛盾 が あ る。
この原則 に含 まれてい る意 味合いは会計期間の コンベ ンシ.ン であ る。 原 則が
コ ンベン シ 。ンに依存す ることを認 め るな らば,こ の場合の コンベ ンシ 。ンは
一年 とい う会計期間で あ り,こ の資本 と収益に関す る普遍的な命題は一つの会
計原則 と言い得 るで あろ う。
この点 について,先 に触れたア メ リカ会 計学会の七つの公準 の う ち,公 準5
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が全 くこの構成 リス トの何処 に も引用 されて い ない ことに恐 らく気 づ くで あろ
う。それは,そ れ 自体 として成立す る命題 ではな く,先 の 四つの公準 を敷術 し
た もの なので あ る。しか しなが ら,そ れ は命題のIII.C.2.のと ころで再述 さ
れてい る。
1.E."幾 つ かの項 目に適 用 せ られ る処理方 法 の基 準 は,毎 期首尾一 貫 して遵 守 され ね
ばな らないが,処 理 方 法 を変更 す る必要 があ る場合 には,そ の変更 に対 して正 当な注 意 を
払わ ねばな らない。"(S-H-M)
"幾つかの代替的な会計通則が或 る事情の もとで適用されるのは,多くの場合 それほ ど
大 きな意義がないけれども,ひとたび或る手続を適用したな らば,一 定の期間を通じてそ
の会計処理.を首尾一貫 して遵守することが肝要である。"(原則8,Byrne)
"… 前 期 と比 較 して
,会 計 原 則 も し くは その適 用 方 法 に つ い て,財 務 諸 表 に 重 大 な影
響 を及 ぼ す 変 更 が あ る場 合 に は,そ の 変更 の 事 実 を 指 摘 す べ きで あ る。"(「Examination
ofFinancialStatementsbyIndependentPublicAccountants」,NewYork,American
InstituteofAccountants,January1936)
この ほか に も多 くの引用文献 を利用出来 るが,首 尾一貫性(consistency)の
要請 に関しては殆ん ど論争が ないよ うに思われ る。 妙 な ことに,ア メ リカ会計
学会の 廿の公準 には,こ の極 めて重要な命題 が掲 げ られていないので あ るが,
その附 属テキス トでは首尾一貫性の要請が繰 返え し述べ られ てい る。
ア メ リカ会計士協会の委員会 も首尾一貫性に関す る命題 を原則 として掲 げて
いないが,そ の附属の書 簡や文書 には繰 返え し首尾一貫性 に関す る ことを述べ
てい るのが見 られ る。同委員会 の1932年9月22日付のニユー ヨー ク証券取 引所
ズユ　
宛の書 簡には,こ の首尾一貫性の政策が,``方法の意義,な か んつ く毎 年 方 法
を首尾 一貫す る ことの意義は決 して一義 的に理 解 され るもので はない"と い う
言葉で,幾 度 とな く確 認 され る。更 に,そ の提案 は,株 式会社 が``採用 してい
る方 法 と首尾一貫 してそれを適用 してい る こと"を 公開せ ねばな らない として
い る。同委員会 は,こ の点 を再三繰返 え し,``一応の限界 はあるに して も,投資
(1)「AuditsofCorporateAccounts」(NewYork,AmericanInstituteof
Accountants,1934),PP.8,9.
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家が株式会社の採用 してい る方 法 と確かにそれが毎期首尾一 貫 して採用 され て
い ることを知 ってい るな らば,株 式会社 がその利益(eamingS)を報告す るに
・ 当って どん な 正密な通則 もし くは コンベ ンシ 。ンを採用 したか とい うことは,
投資 家に とって余 り重要ではない"と 言 ってい る。 これ らの 引用文献は首尾 一
貫性 の意義 を強 調 してい るばか りでな く,そ れに附随す る主要 な事実 として,
(久野 注1ノ
標準監査証明書(standardcertificate)の発展 に先立 つ多 くの書簡が 原 則 の 首
尾一貫性 よ りも方法,通 則,も し くは コンペ ンシ.ン の酋尾 一貫性 に言及 して
い た こ と が 注 意 さ れ る で あ ろ う。 標 準 監 査 証 明 書 の 中 に``原 則"(prin.ciples)
k久野注助
とい う言葉 を使用 したのは,少 な くともその最初におい ては方 法,通 則,お よ
び コシベンシ.ン を も含 めよ うとす る意図であった ことは明白で あ る。
Trouantは,彼の九つの原則 とコンペ ンシ.ン の リス トで首尾一貫性 に関す
る明確 な命題 を掲 げていないけれ ど も,会 計におけ る基本 的命題 として首尾 一
貫性 の意義 を繰返 えし認 めてい る。
実 際にあ らゆ る現代の著 者達が首尾 一貫性 の意義 を認 めてい るけれ ど も,決
して彼等が皆ん な この政策の実務上の妥当性 を同じ方法 で考 えて い るのではな
い 。 また,首 尾一 貫性 が会計の原則 であ るとい う普遍 的な見 解の一致が あ ると
は思われない。Bymeの リス トは そ れ を掲 げ,Sanders,Hatfield,および
Moore▼の リス トもそれ を掲 げ て い るが,ア メ リカ会計学会の リス ト,ア メ リ
カ会計士 協会の リス ト,そ してTrouantはそれを除外 してい る。
ど うす れば この政策 を正 し く会計の原則 として 特質 づけ得 るか を知 る ことは
全 く難か しい。明か に,そ れは基本的な真理 で もなければ,会 計に固有な妥 当
(久野 注1)1929年に始 まって1932年に は ドン底 に陥入 つた農業 恐慌 に端 を発 す る深
刻 な金融恐 慌 を契 機 として,標 準監査 証 明書 の様 式 が産 み出 されたの であ るが,そ
れ は1932年か ら1934年に至 る約16ヵ月間に亘 る アメ リカ会 計士 協 会 とニユPtヨー ク
証券 取引所委員 会 との間にお け る協 力に よ る もの で あ り,そ 、の 間 に 両 者 の 間 で
交 わ され た数 多 くの 書 簡 はSpecialCommitteeonCooperationwithStock
ExchangesofAmericanInstitutsofAccountants,「AuditsofCorporate
Accounts」(NewYork,AmericanInstituteofAccountants,1934)の中に収
め られて い る。
(久野注2)貸 借 対照表や損益 計算書 は,"検討 した年度 につ いて当社 が首尾 一貫 して
採 用 した認 め られ た会 計原則 に従 つ て"そ の財政状 態 と経 営成 績 を"公 正 に表示 し
てい る"と い う文 言 が見 られ る。な お,か ～る表現 が今 日の監 査報告書 に も受 け継
が れてい る ことは衆 知 の事実 で あ る。
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性 を有す る もので もない。 ど うすれ ばそれを会計 コンベンシ.ン と考 え得 るか
を知 る ことも難か しいのであって,そ れ は通則 と名づけ るか原理 と名づ け るか
の何れかである。後者の方が適 してい るように思われ る
1.F."不 利 な事 情 を もた らす予測 し得 な い或 る範 囲の偶発事項 に は,判 断 を適用 すべ
き諸項 目について一般 に保守 的な処理方 法が 必要 であ る。"(S-H-M)
"実際に発生 しな くて も
,損 失 が発 生す ると思われ る場 合に は,
計 上すべ きで あ る。"(原則5,Byrne)
純利益を算出す る前に
"著者 達 〔Sanders
,Hatfield,およびMoore〕は,`認め られた'(recognized)方法 で
資産価 値 を極 小化す るこ とが保 守的 であ り,従 って健全 で あ るとい う一・般原理 を 一 何 ん
ら躊躇 す こるとな しに一 支持 してい る。 この見解 が理論 上 もしくは実務上 に正当化 され
ない こ とは,再 三再 四立 証 され て きた 。 資 産 評 価 は 二 面 性 を持 った手続(twoedged
process)であ る。現在 の貸 借対照表 の観 点 か らすれ ば,資 産の過小 表示 は正 味財産の減 少
として反映す る。 これ は,か ～る貸 借対照表 が優れ た報告書だ とい うことに はな らない け
れ ど も,一 種 の保 守主 義 であ る。 これに反 して,次 期 以降 の損益計算 書 の 観 点 か らす れ
ば,(原価形態 の)資産 の過小表 示 は報告 され る営業 費を減少 せ しめ,そ れに応 じて純 利益 を
増 加せ しめ る一 少な くと も慣 習的な保 守主義 の痕跡 を と ゴめてい ない結果 を もた らす こ
とは極 めて 明確であ る。 実際,どの会 計人 で も知 ってい るよ うに,将来 の期間の利益 を見 込
む有利 な方法 は,棚 卸 資産 もし くは設備 資産の原 価 を臨 時償却(extraordinarywrite-off)
す る方 法一 所 謂会計人 の保 守的用 具を多 くの経営者 が直 ち に受入 れ るよ う説 明す るのに
役 立 つ事柄 で あ る。"(Paton)
保 守 主 義,即 ち将 来 の 不 確 実 性 に 備 え る こ とは,特 定 の 状 況 に対 す る政 策 も し くは手 続
を考 慮 して 認 識 す る主 要 な 原 則 で あ る。 或 る場 合 に は,そ れ は支 配 的 な 原 則(governing
principle)とな る。 ま た 或 る場 合に は,そ れ は 殆 ん ど重 要 性 を持 た な い 。 それ は真 の 純 利
益 を得 る場 合 の 費 用 と収 益 の 対 応 とい うよ うな他 の 原 則 と矛 盾 す る こ とが あ り,通 則 の 中
で首 尾 一 貫 しな い もの を説 明 す る こ とに な る。"(CommentsofWymanP.Fiskeon
Paton's"Commentson`AStatementofAccountingPrinciples,'"「TheJournalof
Accountancy」,April1938)
"会計 手 続 の 伝統 的 な`保 守主 義'(conservatism)は
,(何 年 も前 に 故GilbertGarnsey
氏 が 確 証 し た通 り)決 して首 尾 曽 貫 した 保 守 的 な 利 益 数 値 を 産 み だ す もの で は な く,全 く
不 況 時 に は不 当 に 利 益 を低 下 させ,好 況 時 に は 大 く す る よ うに算 出 され る。"(Editorial
in「TheCalladianCharteredAccountant」,August1938)
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ア メ リカ会 計 学 会 の 委 員 会 も,ア メ リカ会計士 協会の委員会 も,そ して
Trouantも,特に 保 守 主 義 を 会 計 の 原 則 と し て 掲 げ て い な い 。 も っ と
も,Trouantの第三命 題は利益の処 理方法 と原価,損 失,お よび経費の処理方
法 とを区別す る もので,明 かに保守主義 を基礎 に してい る。 しか しな が ら,保
守主義の意義 を認識す ることは,ア メ リカ会計士協 会の委員会 が明確 に指 摘 し
　
てい るところであ り,そ れは会計にたつさわ る殆んどすべての著者達が指摘し
てい るのと同様である。
アメリカ会計学会の委員会が保守主義を その公準の申に掲げなかった こと,
或いはそれをその注解の中で論じなかったことは,意 義が あ るよ うに思わ れ
るδその公準7が,``未償却原価以外の価値を引用する場合には,た 繋報告目
的の補足的事項 として財務諸表に表示すべ きである"と 言 うのは,こ の態度の
現われである。公準7は,・原価の不当に巨額な部分を前以って償却 して も差支
えない とい う意味か ら保守主義②政策を全面的に認めてい るのではな く,同 委
員会の立場は一般に理解されてい る過小表示 とい う意味での保守主義の政策に
断固 として反対 してい るように思われ る。
くめ
Roremは,こ の見解 に対 して必ず し も賛成 していない 。彼 は,公 準7を``出
来 るだ け正確でなければな らない が,疑 念のあ る場合 には保守的でなければ な
らない"こ と を意 味 す る と解 釈 して い る。それ に もか ＼わ らずRoremは
同委 員会 の主張や討議 が``納得の ゆ く もの で あ り且 つ慣行的な考 えで あ る"
(convincingandsophisticated)としてい る。
確かに保守主 義が認 められ た会計の原則 だ と言 うのは 正 し くない よ うに思わ
ゆ　
れ る。非常 に多 くの会計の権威者達 もそれ に反 対 し て い る。Montgomeryは
言 ってい る。``会計人 の持 つ保守主義 を創始 したの は勇気ではな くして恐 怖の
念で あ る"と 。
(1)C.RufusRorem,"AccountingTheory:ACritiqueoftheTentative
StatementofAccountingPrinciples,"「TheAccountingReview」,June1937,
p.134.
(2)RobertH.Montgomery,"Accountarits'Limitations,"「TheJournalof
Accountancy」,October1927,P.251.
■
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くの
Lorigは言 う。``保守主 義 を好 む人達 は,そ れを神様(god)扱 い す るあ ま
り,会 計の 目的 優 れた指標 を与え る為 に有用な財務上の資料 を提供す るこ
と を忘れてい るのであ る"と 。
くわ
Peloubetは指 摘す る。``貸借対 照表で は常に保 守的であ り得 て も,損 益計算
書 で は決 して首尾一 貫 して保 守的で はあ り得ない。 それは数学的 に不可能 なの
であ る"と 。
これ ら二 ・三 の引用文献 が言 ってい ることは,そ れ以 外の引用 しきれないほ
ど多 くの文献 について も見 られ る。
た とえ保 守主 義 が原則であ るとして も,そ れは 「認 め られた」原則(accep-
tedprinciple)ではない。 しか しな が ら,保 守主義 は決 して原則ではないとい
う強 い立場 も見 られ るよ うであ る。恐 らく,そ れは原則が"基 本的 な真理"だ
とい う一般的な定義 の観点 に立 つ他の如何な る もの よ りも遙かに強 い立場 であ
ろ う。保 守主義 は過 小表示 を意味 し,過 小表示 は虚偽 を意味す る。 虚偽 は基本
的真理だ とは言えない。
過小表示 が虚偽だ と言 うの は,そ こに道徳的問題 に関す る見解 を反映 しよ う
とす る意図で はない。過小表示 を美徳(virtUe)であ ると主 張す る数 多 くの 極
めて立派な人達 もお り``良き目的"(goodpurpose)の為 にな され る過小表示
は認 め られ ると主張 す る人達 もい る。考慮すべ き見解で はあ るが,こ ・で は保
守主義 が原則で あ るか否か を問題 にしてい るので あって,動 機の良 し悪 しは別
として,保 守主義 は過小表示,従 って不正表示 の提案 を伴 な う も の で あ るか
ら,そ れは決 して原則 として分類 さるべ きで はな い。
それは全 くコンベ ンシ.ン の特質 を有 しない。 それは通則 もし くは原理 と言
うべ きで あろ うか ア それは普遍的 な もので あ り,且 つ本 質 的 に は 会 計 政 策
(accounttingPolicy)なので あ るか ら,``通則"(rule)とい う言葉 よ りも``原
理"(dOLt血e)とい う言葉 を用い る方 が幾 らか正当であ るよ うに思わ れ る。
(1)ArthurM.Lorig,"AccountingPostulates:AnAnalysisoftheTentative
StatementofAccountingPrinciples,"「TheAccountingReview」,December
1937,p.401.
(2.)MauriceE.Peloubet,「FiftiethAnniversaryCelebration」(NewYork,
AmericanInstituteofAccountants,1938),p.356. ,
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次 の 八 つ の 命 題 は 特 にSanders,Hatfield,およびMooreの 掲 げ た 二 十 五
の 命 題 に は 含 ま れ て い な い け れ ど も,Sanders,Hatfieldおよ びMooreの 分
類 に 従 っ て 構 成 し て あ る 。
1.G."貸 借 対 照 表 等 式(balance・sheetequation)〔は 会 計 コ ン ベ ン シ ョ ン で あ る 〕。"
(Paton)
会計 等式 は基 本的には数学上 の概念 なのか,そ れ とも任 意的 な コンペンシ 。
ンの特質 を有す るものなのか?
会計人は一般 に``借方 ・貸方 の法則"(ruleofdebitandcredit)とい う語
句に同意 してお り,そ れが原則なのか コンペ ンシ.ン なのか を論ず る ことは滅
多にない。確かに,そ れはあ らゆ る会計行為 にとって基本的な もので あ る。 こ
うい う事実 自体 は,そ れ を原則 と名づけ る ことを正 当化 しない。 数 学的には こ
の等式 は基本的な真理で あ り,数 学的基準に よれば原則 と呼べ るであ ろ う。 会
計等式 も慣習化 した観点の表明,即 ちエンティティー の表 明 と 考 え 得 る で あ ろ
う。 エ ンティティー ・コン ベ ン シ 。ンの数 学 的 表 現 として,そ の等式 自体 も一 つ
の コンベン シ.ン と見倣 し得 るであ ろ う。
1.H."企 業 実 体(businessentity)。"(Paton)
企業実体は,て れまで会計実体 として論じてきたが,そ れは複式簿記を維持
する如何なる経営単位 にも妥当す るか らであ り,従 って企業に制限 され るもの
ではないか らである。 このコンベンシ 。ンを等式に関連す る1.G.の 項 目と
結合 して も決して誤 りではないであろう。 エンティティー は複式簿記記録を維持
している経営単位を意味す るのに対 して,等 式は複式簿記制度 を説明するもの
・だ と言えるか もしれないが,等 式が会計実体 を内包す るのであ り,且 つ会計実
体が等式 を内包す るのである。
1.1."継 続 事 業(90ingCOnCern)。"(PatOn)
"財務諸表を作成するに当って今一つの重要なコンベンシ。ンは,企業が程度の差こそあ
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れ継 続 して正常の活 動 を行 な う継 続事業 で あ るとい うこ とで あ る。"(S・H-M)
、〆
この コ ン ペ ン シ 。ン はSanders,Hatfield,およ びMooreの 報 告 書 に 述 べ
られ て い るけ れ ど も,そ の 二 十 五 の 項 目の 中 に は 含 ま れ て い な か っ た 。 この コ
ン ベ ン シ.ン は 一 般 に会 計 人 の 認 め る と ころ で あ り,そ れ を認 識 し て い る他 の
多 くの 引 用 文 献 も示 す こ と が 出 来 る。 この 二 つ の 引 用 文 献 の 主 要 な 差 異 は,
Patonがこの コ ン ペ ン シ.ン を会 計(accounting)へ適 用 して い る の に 対 し て
Sanders,Hatfield,およ びMooreが そ れ を 報 告(reporting)へ適 用 し て い
ると い う事 実 に あ る 。 確 か に,こ の 特 異 な 命 題 は コ ン ベ ン シ.ン で あ る 。 そ れ
は 如 何 な る場 合 に も真 実 で あ る と い う'もの で は な い に して も,そ れ を 適 用 す る
エ ン テ ィテ ィー が 清 算(1iquidation)1こ億 面 す る ま で は記 録 保 持 の 基 準 と し て 守
られ るか らで あ る。
1.J."会計人は,資 料の順序な らびに一連の事実間の関係に何ん らかの前提を採択す
(久野 注1,
る必要 を み ることが あ る。 例 えば,資 産 価値上 の損失(lossinassetvalue)は最 も新
しい蓄積 資本 を減少 もしくは消却 せ しめ る ことが一 般 に認 め られ てい る。"(Paton)
このほかにも慣習的な順序 がある。Patonは,この種の今一つの仮定,即 ち
棚卸資産の払出 しは貯蔵中の最古の ものか らなされ る(ま た別の制度では貯蔵
(久野注2)
中 の 最 新 の も の か らな さ れ る)と い う こ と を 指 摘 し て い る。 か 、 る 仮 定 は,有
用 で は あ る が,勿 論,恣 意 的 な もの で あ る 。 便 宜 上,そ れ ら は"順 序 の コ ン ベ
ン シ 。ン"(sequence¢onventions)とい う名 称 で 分 類 し得 るで あ ろ う。
1.K."… 誰 で も土 地 の 価 格 が一 定 不 変 で な い こ と を知 って い るが,こ の 仮 定 は
複 雑 な 事 項 を 余 り複 雑 で な くす る為 に 意 図 さ れ た 会 計 コ ン ベ ンシ ・ンの 一 つ で あ る。"
(SpencerB.Meredith,in「Baron's」,April4,1938)
この コ ン ペ ン シ.ン はMeredithが言 う よ り も幾 分 も っ と広 い 意 味 が あ る 。
(久野注1)欠 損金(deficit)のこ とであ ろ う。
(久野注2)棚 卸 資産 の払出 方法 に関す る仮 定 について言 つてい るのであ る。 即 ち,
前 者 は先 入先 出法(fifo)のこ とで あ り,後 者 の 括 弧 内は後入 先 出法(1ifo)のこ
とで あ る。
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色 々な形態 の資産の評価 に関 しては異 な る基 本 的 仮 定 が あ る ことは当然 であ
る。或 る仮定 は土地 に妥 当してその土地の上 にあ る建物 に妥 当せず,棚 卸資産
は別の方法で検討 され,受 取勘定 は更 に別 の方法で,そ して無形資産 も更 に別
の方法で検討 され る。概 して,こ ＼に言 う慣 行は実務上の 便 宜性や認 め られ た
慣行 とい う事項 であ るが,そ れ らは費消価 値(expiredvalues)とい う一一般的
な コンベンシ.ン として大 まか に分類 し得 るで あろ う。Sanders,Hatfield,お
よびMooreの 報告書 は,``会計 コンペ ンシ.ン は歴 史的な金額数値 が何か も
っと実際的 な現状 に近い ものへ修正 され ることを必要 とす るに至 ってい る"と
述べてい る。
1.L."… 貸 借対照 表 と損益 計算書 は,二 種 類 の全 く異 な った資 料 の結果 もし くは
集積 で あ る。"(S-H-M)
この 命 題 は,特 にSanders,Hatfield,およ びMooreの 論 文 の テ キ ス トで
述 べ られ て い るの で,と りあ げfc。エ ン テ ィテ ィー理 論(entitytheory)を是 認
す るな らば,会 計 の コ ン ペ ン シ.ン と して この 命 題 を除 外 す る こ とに な るで あ
ろ う。
1.M.公 開 性 の 原 理(doctrineofdisclosure)
適 切な公開表示の原理は財務報告の普遍的命題 として 会計人か ら一般 に認め.
られてい る。会計人がそれ相応の表題や明確な説明や 解説的な脚注のある貸借
対照表,損 益計算書,そ の他の会計報告書を作成す るの は,こ の原理 に従 っ
ているのである。 この原理に従って,会 計人 は評価 の基 準,担 保権設定資産
(pledgedassets),偶発債務(contingentliabilities),優先配当未払額,長 期契
約に関す る物価下落の影響などの事項 を指示するのである。 この原理は会計よ
りも報告に妥当す ると一般に考えられてい るが,そ の妥当性は本質的には一 目
瞭然た る諸関係を示す ことしか出来ない 単純な会計機構の限界を補な う為に,
現状の錯綜性か ら要請 され るものと見倣さねばならない。 これ らの諸関係が単
純で一 目瞭然たるものでな くなった場合に,公 開性の原理を適用することが要
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'1
.N.重 要 性 の 原 理(doctrineofmateriality)
報告の原理 としての重要性は,不 真実な表示 もしくは 重要事実の脱漏に基づ
く売却証券の購入者が,かsる 不真実な表示を知 っていてか或いは発見1{1来な
いで,そ の販売に関係 した人達を訴えるか もしれないとい う事実から,証 劣取
引委員会によってかな り一般化され るに至っている。
ピエづ
証劣取引委員会の前委員であっ7cLandisは,委員会の観点か ら次のよ うな
言葉で重要性 を説 明している。"か 、る脱漏や不正表示の結果 として,実 在 し
ない価値が証劣に附加され る場合には,そ の事実は脱漏や不正表示の目的に重
要な関係がある"と 。
これは,勿 論,同 委員会の報告とい う見解か らの説明であるが,重 要性とい
〆久 野注1>
う会計原理 は証 劣取引委員会 よ り も遙か に古 くか らあ る。 計上す る金額の相対
的大 きさが会計手続 に影響 を及 ぼす ことは古 くか ら認識 され てい る。 相対 的に
小額 の取 引は,金 額 が相対的 に大 きい場合 には認 め られない方法で記録 され る
こと もあ る。重要性 は,こ の所謂``実務的観点"(practicalviewpoint)に従 う
もので あ り,多 くの会計通則や更 に多 くの会計問題 の根底 を為 してい る。 社 内
株の処理方法 に関す る異な る観点 は,し ば しば重要性 に基づ くもので あ る。小
額 の会計上の修正は,巨 額 の修正の場合 と異なった方法で処理 され ることがあ
る。金額 が期 間数値の比較 可能性(comparabilityofperiodicfigures)に影響
しない ほど小 さければ,重 要ではない と主張 され ることがあ る。
重要性 は本質的には判 断の問題(matterofjudgment)であ る。 重要性は,
しば しば小 さな面で"基 本的真理"に 反す ることを示す ことにな るので,原 則
た る資格 は持 ち得 ない 。それ は殆ん ど通則た るほどの特 性 もなければ,コ ンペ
(1)LasserandGerardi,``TheRelationofAccountantstotheFederal
SecuritiesAct,"「N.A.C.A.Bulletin」,July15,1936,p.1305.
(久野 注1)証 券 取 引 委 員 会(S.E.C.)が 設 立 され た の は1934年6月 で あ るが,
そ れ は1933年5月 に 制 定 され た証 券 法(SecuritiesAct)を更 に強 化 し た1934年6
月制 定 の 証 券 取 引 法(SecuritiesandExchangeAct)に伴 な う証 券 取 引 所 の監 査
機 関 で あ る。
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ンシ.ン として特質づけ られ るまでに充分な任意性や 一般的認許を受けていな
い 。従 って,そ れ は会計 と報 告の一原理 として分類 し得 るであろ う。
皿.損 盆計算書原則
II.A."損 益 計 算 書 は,当 該 期 間 の(a)あ らゆ る源 泉 か ら生 ず る収 益(income),(b)
あ らゆ る種 類 の原 価(costs)と費 用(expenses),そして(c)純 利 益(petincome)を示
さね ば な らな い 。"(S・H-M)
"特定 期 間の損益 計算書 は,その期間 の営業活 動の結果 であ る と否 とにか ～わ らず,正 当
に会 計的認 識(accountingrecognition)を与 えたすべて の収益 と当該 期間 に費消 したすべ
ての原価 を示 さね ばな らない。事 業 の全 歴史上 どの年度 で も,そ の集 合 した損益 計算 書 が
完全 にす べて の損益 を表 示す る為 で あ る。"(公準8,A。A.A.)
"特定期間の損益計算書は,必要があれば二つの区分に分けねばならない。一 つの区分
は,その時に出来るだけ正確に測定される当該期間の営業活動の明細を示し,他 の区分は
実現した資本の利得と損失,当 該期間の営業活動に関連のない収益の実現および原価の償
却から生ず る臨時的な貸記項目と借記項目を示すものである。"(公準9,A.「A.A.)
"損益 計算 書 の営業 区分(operationssection)は
,販 売 および提供 した役 務か ら生ず る
総収益;減 価 償却 額,そ の他 の当該 資 産償却 額 を含 む営業 上発生 した原価 と費 用 の構 成 要
素;負 債 割引額や 当該 年度 に正 し く償却 され る費用 を含 む借入金 の発 生利子 額,発 生 した
主所 得 税 および利 潤税;そ の他一般 に経常 的 な性 質 を有 す る期 間取引 か ら生 ず る一切 の株
持分(equityofstockholders)の増 減 を公開 しな けれ ばな らない 。"(公準10,A.A.A.)
1
"損益に影響を及ぼす金額は,その金額が割当てられる年度 もしくは当該金額 が確定 さ
れる年度の損益計算書に示 さねばならない。(Trouant).
"… 著者達 〔Sanders,Hatfield.およびMoore〕は,全 面的 に賛 同 して ,Arthur
Andersenから`利益 を平準化 す る実務(practiceofequalizingearnings)は,認め られ
た会計 原則 に全 く反す る もので あ る'と い う説 明を引用 してい る。 しか し,43頁で(そ の
他 の個処 で も),彼等 はその本筋 か らそれ て ヨー ロッパの或 る実 務,即 ち基 準棚卸法(base・
stockinventorymethod)を支持 してい る。 それは1918年か ら1919年にか けて三 ・四の株
式 会社 か ら大蔵省へ 強 く勧告 され,近年 で は`後 入先 出法'(lastin,firstout)の名で大 い
に正気 を取戻 して支 持 されてい るが,或 る種 の業界 に固有 な激 しい変 動 を期末 報告書 中に
示 す のを避 け る為 に,利 益 を平準 化す る主 要 な用 具以外 の何 物 で もない 。 こ ㌧に極 めて 重
要 な問題 があ る。.職業 会計士 の根本 的 な立 場 は,期 末財 務諸表 の完全 性(integrity)を維
持 す る ことなので あ る。"(PatOn)
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"一定 期間 内に発 生す る債務 に備 える為 ,そ の金 額 は その時 に決 定出 来 ない として も,
その期の所得 か ら営業 費引 当金(oPeratingreserves)を設定す る ことは何 ん ら不 当 だ と
は思 わ ない。"(Stempf)
"私が 説 明 した 産 業 の 利 益 お よ び損 失 の ヒ。一 ク と 谷 を 水 平 化 す る`原 価 の 仮 設'(cost
hypothes三s)とい うこ とは,思 慮 深 い 経 営 者 の 考 慮 に 委 ね るべ きだ と思 う。"(E.A.
Graham,"CurrentPracticesinInventoryValuation,"「N.A.C.A.Bulletin」,March
1,1937)
"例えば,損益計 算書 は,そ の 年度に割 当て られ る と考 え られ る(人 に よ っては,そ の年
度 に認識 され る と言 うの を好 むが),す べて の 収 益 と すべ ての費 用 を計 上せねば な らない
とい うの は,一 つの基本的 な原則 と言 えるであ ろ う。"(Broad)
"期間費用 とそれ に照応 す る収益 は,企 業 会計 に とって最 も重要 な資料 であ る。"(Little・
on)
Sanders,Hatfield,およびMooreに よつて提示 され7c-一般的命題 は殆ん ど
議論 の余地がないが,こ の命題 に附随す るもの があ る。即 ち,営 業費引当金の
問題で あ る。明か なよ うに,利 益平準化の実務 が,こ の報 告書 の別の個処で考
え られてい る。 この ことは,営 業費 引当金,そ の 他 しば しば利益平準 化の為 に
採用され る諸用具に大 きな関心 をもた らす。
この命題 もしくはそれか ら派生す る命題には,一 般的な基本的真理の特性に
適合す る会計原則が存在す るのであろ うか?そ れは疑わ しい よ うに思 われ
る。その派生 した もの ㌧申に見 られ る,そ して確かに数多く適用 されてい るこ
の命題には,会 計原則 としては 除外すべ きほどに保守主義原理の匂いがする。
更にまた,一 般 にも認 められたものになっていないように思われ る。 この命題
やそれか ら派生するものへ名称 を附けねばな らないとすれば,そ れは除外する
過程においてのみ可能であって,会 計の通則だとい う結論になるであろ うが,
基本的には保守主義に基礎 をお く通則であ り,更 にまた一般的に認められてい
ない通則とい うことになろ う。
　
アメリカ会計学会は``費用の借記項 目や牧益の貸記項 目をもた らす種々の営
業費引当金 もしくは積立金"を 計上するのに断固として反対 してい る。 別の個
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所で,``一定期 間連続せ る損益計算書 は,或 る期 間に巨額な営業費引当金 を設
定 し,現 在の損益計算書 に示 した くないか 、る 引当損 失 を次期 において計上す
ることによ って歪曲 した り人為的に安定 させた りしてはな らない"と 主張 して
い る。か ＼る立場 は,論 理 的で あ り,会 計通則の基準 を充分 に示 す もので あろ
う。確か に,そ れはSanders,Hatfield,およびMooreの 条項II。A.よ り
も遙か に明確で あ り論理的で あ る。
II・B・"財貨 の販売 もし くは役務 の提 供 によ って実現 した収益 の みを損益 計算 書 に 示
すべ きであ る。未 実現収益(unrealizedincome)は,記録 してはな らず,ま た正当な費 用
を利 益 で消却す る為に利 用 して はな らない。"(S-H-M)
"株式会社の損益計算書は,自己株式の発行,購 入,も しくは償還による取引で生じた損
益;資 本勘定の修正;或 いは配当金の支払ないしは株式配当から生じた貸記項目もしくは
借記項目を計上してはならない。"(公準12,A.A.A.)
"実際の売上収 益が利益(も しくは損失)の 実現 を劃 す る。"(Littleton)
"利益 お よび収益 は
,そ れが実現 した場 合 にのみ損益勘 定お よび剰 余金 勘 定 に 示すべ き
で あ る。"(Trouant)
"収益は実現 した期間の実現利益のみを計上すべきである。利益は,販売価格 の回収 が
余 り確実でない場合を除けば,正 常な企業活動で販売がなされた時に実現すると考えられ
る。"(原則4,Byrne)
"未実現利益は,直接にせよ間接にせよ,通常損益勘定に賦課し得ない金額をか～る未実
現利益に賦課することによって,会 社の損益勘定に貸記 してはならない。利益は,販 売価
格の回収が余 り確実でない場合を除けば,正 常な企業活動で販売がなされた時に実現する
と考えられる。この一般通則に対する一つの例外は,原 価を決定することが不可能な為に
原価を超過しているかもしれない正味売価(netsellingprice)で棚卸を行なうのが商慣
習になっている産業(缶 詰業の如き)における棚卸資産に関してなされるであろう。"(原
則1,A.1.A.)
"かくして、販売 が生産 活動であ るこ とは さてお き,所得 が生産 によ って稼 得 され販 売 に
よ って稼得 されない とい うことが論 理的 に立 証 され るとして も,販 売 を所得 の結 晶す る時
点 として認 め るのが実際的 であ ろ う。或 いは また,増 価(appreciation)は所 得 で あ ると
い うことが論理的 に且 つ経済学 的に証 明 され るとして も,そ れが不安定 で あ る為 と,人 情
の極 めて楽観 的 な態度 の為 に,普 遍 的 認 識 を 与 え る こ と は実 際的で ない で あ ろ う。"
(Husband)
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敬益 に対 して実現 テス ト(realiZatiOnteSt)を適用 させ る要請に関 して は 種
々の権威者の間で も殆ん ど見解が一致 してい るよ うに思わ れ る。 しか し な が
ら,こ の一般的前提 には三 つの重要な例外があ る。第一の例 外は,所 謂再取得
株式の売却か ら生 ず る損益 に関す るもので あ る。 これ は後で考察す ることなの
で,恐 ら くこの問題 について会計人の申で幾 らか見 解 を異 にす るの は無意識 に
観点 を変 え ることに基因す るので あろ うとい う以外,こ ～で更に論ず る必要は
ない。
会計の命題 を分析す るに当っては,更 に分 析を続けてい った後で異 な る観点
の仮定が必 要にな る場 合で も,一 つの見解 を適用 し,そ の全過程 を通 じてそれ
を固執す ることが大切で あ るよ うに思われ る。 再取得株式か ら生 ず る損益 の よ
うな問題 において も,エ ンティテ ィー の観 点,株 主 の 観点,或 い は 他 の観点 の う
ち何れ を採 用すべ きか を決定す ることが重要で あ る。 エ ンティティー の観 点か ら
す れ ば,株 主 は何 ん ら債権者 と変 わ りがない 。
実現 に関す るこの命題 を適用す る際の第二の難か し さは,ア メ リカ会計士 協
会 の委員会 が一般通則に対 す る一 つの例外 として述べてい る もので ある。 これ
は棚卸資産原価 を決定 す る ことが不可能 な場合 に関連 してお り,か くして棚卸
資産 は正味売価で定 め られ ねばな らず,未 実現利益 を計上 す る手続 とな る。
第三 の例外 は,期 間損益が進行申の契約の進捗 度に基づ くと仮定す る未完成
長期契約(uncompletedlong-term.contracts)に関連 して見出 され る。
これ らの例外 は当面 の命題が基本的な真理 を表 わす 原則で ない ことを示 して
いる。
A.C.Littletonは,1937葎の アメ リカ会計士 協会年次総会 におけ る円卓討論
の席上で,敗 益の実現が原 則だ とい う``理由"(why)を誰か に聞 きたい と問 い
たs'した。Patonは,この 当面 の命題 は後 にな ってSanders,Hatfield,およ
びMooreに よって発表 された棚卸資産 評 価 の"原 則"(prinoiple)と矛盾 し
ユ ラ
て る と 言 い,更 に そ の 「会 計 理 論 」 に お い て は,会 計 人 が``費 用 は 結 果 と し て
発 生 す る け れ ど も,純 収 益 も し く は 純 利 益 と い う も の は 一 般 に 販 売 に よ っ て 生
(1)W.A.Paton,「AccountingTheory」(NewYork,TheRonaldPress
Companv,1922),p.493.
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ず るとはい え,時 によって は急に現 われ る ものだ"と 考 えているので,自 分 は
実現 を コンペ ンシ.ン として考 える ことを明確 に主張 してい る。
この命題 をコンベンシ.ン と命名す る今一 つの主張 は,そ の発展 の過程 を辿
る ことによって理解 され る。会計が往時の単純であった時代には,こ の コンペ
ンシ 。ンは実際 に換金化(realizationinactualcash)する こ と を要 請 し た
が,そ の後 にな って法律上 の所有権の移転(legaltransferoftitle)が実 現 を
形成 す るとい う仮定 によって修正 され,か くして 受取勘定 は単に現 金 に対 する
繰延勘定(defe∬edchargetocash)を示 すだけ となったのに対 して,更 にそ
の後 にな って商品 の発送や送 り状 の振出 しとい う行為が法律上の所有権の移転
に等 しい と見徹 された。従 って,こ の命題 は二重に慣 習 化 され た コンペ ンシ 。
ンのよ うに考え られ る。
II.C."主た る営業活 動以外の源 泉か ら生 じた収益 は別 個 に 表 示 し な け れ ば な らな
い。"(S・H-M)
これは,あ らゆる科学において一般に適切だ と認められてい る充分に認識 さ
れ且つ全 く健全な分類の通則か ら派生した ものである。 それは特 に会計に固有
な命題ではな く,そ れが会計原則だ と考えられ る理由を理解する ことは困難で
ある。それは幾分通則の性質を有する ものである。
II.D.原 価 お よ び 費 用 に は次 の 諸 項 目を含 め ね ば な らな い:
(a)当 期 の 総 営 業 費(allcurrentoperatingcosts),
(b)当 期 の 棚 卸 損 失(inventorylosses),
(c)当 期 に お い て危 険 性 の 生 じた そ の他 の流 動 資産 損 失 引 当 額(provisionfor
lossesonoとhercurrentassets),
(d)営 業 過 程 に供 され た全 固 定 資産 の 減 価,減 耗,或 い は 消 耗 に 対 す る適 切 な 引 当
額 。"(S-H-M)
"会計 は
,基 本 的に は歴 史的原価 お よび収益 を当期 と次期以 降 の 会 計期間へ配 分す る こ
とであ る。"(原則1,Byrne)
"(配当可能 な)期 間純利益 を算 出す るに 当 って は か ～ る純利益 を産 み出すの に発 生 し
た あ らゆ る形態 の費用 を計 上 しな けれ ばな らない 。"(原則3,Byrne)
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"利益は資本が維持されて始めて実現する。即ち利益が生ず る諸取引に要するすべての
費用を計上するまでは実現しない。"(Trouant)
(この点 に関 し,既 に命題II.A.に 関連 して引 用 したア メ リカ会 計学会 の公準10を再
び考 慮すべ きで ある。)
"会計 の基 本的教 理(fundamenta】tenets)の一 つは,費 用 は その生産 に 当って発生 した
収益 に対 して賦 課すべ きこ とを要請 してい る。"(Stempf)
"減価償 却費
,減 耗 償却 費,そ して原価 償却費 とい う類似 した もの は,何 ん らかの首尾
一貫 した基 準 に従 って毎 年の営業 活動 か ら発 生す る 固 定 費(fixedexpenses)であ り,慎
重 な研 究の結果 に基 づ いて健 全な判 断 を形成 す る資 格の あ る人の何ん らかの論理 的見積 り
に基礎 をお く もので なければな らな い♂'(Stempf)
"減価 性 資 産 は その 推 定 使 用 期 間 に か ＼ わ ら し め て 償 却 し な けれ ば な らな い とい うの
は,一 般 的 な 会 計 原 則 と して列 挙 し得 るで あ ろ う。"(KennethW.Dalglish,「Fiftieth
AnniversaryCelebration」,NewYork,AmericanInstiuteofAccountants,1938)
"… 或 る基本 的 な極 めて広義 の原則 は
,或 る年 度 の 損 益勘 定が 当該 年度に割 当て ら
れ るすべ ての費用 を含 まな ければ な らない とい うの であ るが,こ の一般原則 に基づ いてわ
れわれ は減価償 却費 を計上 し,未実 現棚卸 損 失(unrealizedinventorylosses)を償却 し,
社債 割引額(discountonbonds)を償 却す ることな どを行 な うので あ る。"(Broad)
"私自身 の意見 は
,極 めて正統的 な見 解 を持 って い る人 々に は考慮 されて いない こ とを知
ってい るが,市 場価 格 の変動 によ る棚卸 資産の修正 は好ん で剰余 金 の修 正 を 通 じて行 なわ
れ る貸借 対照表 の修 正で あ り,如 何 な る場合 で も営 業成績 か ら除去 して損益計算 書に は別
個に示す とい う もので あ る。"(MauriceE.Peloubet,「FiftiethAnniversaryCelebrati-
ori」,NewYork,AmericanInstituteofAccountants,1938)
"序いでながら,こ の点について委員会 〔アメリカ会計学会〕へ次のように問いたゴす
のも至当であろう。`低価主義'に の棚卸資産の評価方法が公準3に 関す る討議に関連し
て起こった疑問があるに もか～わ らず 認許 し得るとするならば)で棚卸資産を評価するこ
とか ら生ずる損失は何処に示そうとするのか?同 委員会は,か ㌧る損失を盲目的に真実
の売上原価の増加分 として損益計算書の営業区分へ示そうとするのか,或 い は資本 損失
(capitalloss)として営業外区分へ示そうとするのか'r"(Husband)
これは一 つの命題で はな くて四つの命題で ある。(a)と(d)の条項 について
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は殆ん ど例外がな いけれ ど も,他 の二つの条項 については相当に反対 論が示 さ
れてい る。
出来 る限 り且っ実行可能な限 り,原 価 と費南 を収益に対応 させる要請に関 し
て は一般に見解flS-一一致 している。Sanders,Hatfield,およびMooreが 提示 し
た命題 には,原 価 お よび費用 を損失 と充分 に区別 してい な い 欠 点 が あ る。 物
量の減少(decエeaseinphysicalquantity),退化(deterioration),陳腐 化
(obsolescence)ではな くて単に物価変動(pricechange)に基 づ く未実現棚卸
損 失 は,保 守主 義原理 の適 用以外の何物で もな く,特 にそ れ は比 較 可 能 利 益
(comparativeprofits)を歪曲せ しめる点で適切で ない と主 張す る有力な考 えが
ある。
命題II.D.(c)に対 して も同じよ うな反対意見 がある。 物価変動 その もの
か ら生 ず る未実現損失の未 熟 な 認 識 は,貸 借 対 照 表 的 観 点(balancesheetの
ゼクしげ あ め
viewpoint)に基礎 をお くもので あ り,普 遍的な評価の コンペンシ.ン とは相容
れ ない もので ある。
ぐ　　
Byrneは,その見解が一般 に健全 なので あるが,"予期 され る損 失 を計上す る
ことが必 要で ある とい う原則"に 言及 して,会 計人はあ らゆる状況か ら見て こ
の 目的に最 も適切 な通則 を採用す るに足 る自由を持 っているのであ り,``どの
よ うな もの を選択 しよ うと会計 「原 則」 を混乱せ しめる ことに責 を負 うもので
な い"と 述べでい る。
この命題 の四つの条項 をすべて認 める会計人達は,先 に述べ た命題 よ りも遙
か に好んで積極的 にそれ を通則 もし くは コンペ ンシ 。ンと称す るよ うに思われ
る。会計 は単 に統計学(statistiCS)の専門化 した分野で あると考 える人 も多い
が,良 き統 計家は会計人が全 く保 守主義の 名において或 る種 の費用 を牧益 に対
応竺 しめない ことに眉 をひそめ るで あろ う。
II.E."非 経 常 的 項 目(nonrecurringitems)は,その 本 質 を示 す 用 語 で 報 告 し な け
(久野 注1)拙 稿"StephenGilmanの 会 計 コ ン ベ ン ジ ・ン論(邦 訳)",「 商 学 討 究 」,
第10巻 第4号,p.107の(久 野 注1)を 参 照 。
(1)GilbertR.Byrne,``ToWhatExtentCanthePracticeofAccountingBe
ReducedtoRulesandStandards?"「TheJournalofAccountancy」,
November1937,p.373.
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れ ば な らな い 。"(S-H・M)
"損益計算書の営業区分に続いて,資本損益,過 年度に該 当す るものでありながら認識
されていなかつた相当額の修正項目を含む利益に対する非経常的な借記項目および貸記項
目,当 期の営業活動以外の要因から生 じた臨時の利得,損 失,な らびに償却額,負債をそ
の記録金額よりも少なく或いは多く償還することから生ずる損益,そ の他これらに準ずる
諸項目を相当詳細に正 しく表示しなければな らない。"(公準11,A.,A.A.)
"… 臨時収益を当期の損益勘定へ貸方記入した り臨時損失を直接当期の剰余金へ賦
課せしめることは不健全である。両方 とも首尾一貫して処理 し,両方 とも公開しなければ
ならない。"(Stempf)
"… 委員 会 〔ア メ リカ会 計学会 〕は営業 費 と営業収 益が程度 の差 こそあれ`経 常 的性
質'(normallyrecurringnature)を有 す る項 目だ と考 えて い る。営 業外項 目は臨時 的項
目で あって非経常 的性質 を有 す る。 これ らは その両者 を 区別す る適切 な基 準 であ ろ うか を
も呂菜 上の'(operatiing)とい う用 語 は
,寧 ろ所 有主 が程度 の差 こそあれ副次的 な 性 質 を
持 つ冨業活 動 を伴 な う場 合 に対比 して彼 等が遂 行 すべ き職能 だ と考 え る特殊 な用語法 を意
味す るので はなか ろ うか?"(Husband)
"総利益からの控除項目を示すのは正しいが,当期 に関係のない相当額の臨時的項 目以
外に純利益からの控除項目があ,て はならない。このよ うな控除項目を取除 く為にあらゆ
る努力がなされねばならない。"(Montgomery)
"株式 会社 の社債が たまた ま不景 気の時 に償 還 され る場 合
,そ の 巨 額 な割 引金 の処理方
法 につい て も,色 々な方法 が あ る。 あ る会社で はか ～る割引金 を借方残 の あ る未償却 割 引
金勘 定へ貸 方記 入 し;或 る会 社では それ を剰余金へ貸 方記入 し;ま た或 る会社で は損 益勘
定へ貸 方記入す る とい った工 合で あ る。個人 的な立場 か ら,私 は最初 の方法 が最 も健 全 で
あ る と思 う。"(F.P.Byerly,"FormulationofAccountingPrinciplesorConventions,"
「TheJournalofAccountancy」,August1937)
"経営上 管理 し得 ない異常 な損費 か らな る借記項 目を示 す こ と は 期 末 損 益 計 算 書 の 正
常的職 能で はない。 これ らは別 の処に 記 録 し て 示 す べ き で あ る。"(RoyB.Kester,
「AdvancedAccounting」,NewYork,TheRonaldPressCompany,1933)
"実務上遭遇するあらゆる場合に,資本損益を明確に区別することは常 に極めて面倒な
事柄 であ るが,実 行可能 な限 りに おいて
る。 そ うす れば,投 資家 その他 の人達 は
注意す るで あ ろ う。"(Hosmer)
,か ～る損益は財務諸表で明確に分離すべきであ
か＼る損益が恐 らく経常的なものでないことに
StephenGilmanの会計原 則論(邦 訳)(久 野)-119-
"(a)所謂資本損失 を当期 の利益 で償却す るこ と
,(b)その金 額 を繰 延項 目 として繰延
べ る こと,或 い は(c)そ れ を利益 剰余金 に課す る こ とな ど の 色 々な方法 の申 か ら選択 す
るに 当つて,何 か良 き経 営判 断の基 準 とな る ものを 指 摘 す る こ と は 建 設 的 で は なか ろ
うカ〉?"(Littleton)
この命題 は寧 ろ次 に来 る命題(II.F.)に深 い関係が あるのであって,色 々
と表明 されて きた見解 を考察す るの に極 めて重要で ある。
Sanders,Hatfield.およびMooreに よって提示 され た この 命題 は,胆 か
に会計の原則 とい うよ りは報 告の通則で ある。
II.F."純利益は出来る限 り爾後の修正を要しないように算定されねばならない。し
かしなが ら,か、る修正が必要とな ノた場合には,そ の修正はその期の損益計算書を歪曲
するほど巨額でない場合に限つて当期の損益勘定を通じて行なっても差支えないが,そ れ
以外の場合は利益剰余金を通じて行なわねばならない。"(S・H-M)
"利益剰余金は
,公衆 との取引から生じた企業の留保利益のうち,株 主 に対 する利益配
当分を差引いたものを示さねばならない。"(原則7,Byrne)
"資本剰余金 もしくは未実現利益に対する借方記入は,正し くは損益勘定へ計上すべ き
借記分を損益勘定か ら除去する為に行なわれてはならない。 同様にして,そ の結果が当年
度もしくは一定期間の利益額を歪曲するような場合には,利 益剰余金に対 して借方記入し
てはならない。"(TrOuant)
(既にII.A.の項で引用したアメリカ会計学会の公準8は,そ れが二定期間に亘る集
合損益計算書は"すべての損益を完全に表わさねばならない"と主張することから,剰余
金の修正には積極的な関係を有している。)
"特定期間 もし くは一連 の期間 の利 益が その会計記録 を完全 に 改 訂 す る ことが望 ま しい
ほ ど不正 確に表示 されてい る こ とが判 明 した場 合,か ＼る改 訂後 の少 な く と も一 回 分 の
公表報告書 には,修 正 が行 なわれた 過 年 度 の 各 期間 に対 す る修正 損益 計算 書(corrected
incomestatement)を掲 げるべ きであ る。"(公準13,A.A.A.)
"これ らの諸原則 〔公準 の1 ,2,および3〕 に従 って算 入 され る原価 は,こ の 影 響 を受
ける各期 間に対 す る改訂損 益計算書(revisedincomestatements)中に必要 な修正事項 を
示 す のでな ければ,再 償 却資産 と して繰入 れ るべ きでは ない。"(公準4,A.A.A.)
"過年度に影響する小額の剰余金修正は,或る特定年度の勘定を締切れば必ず色々な収
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益 と 費 用 の 諸 項 目 が 継 続 的 に 重 復 す る の で あ る か ら,こ の 見 出 し 〔そ の 他 の 費 用(other
charges)〕の 下 に 列 挙 す る の が 望 ま し い 。"(「ExaminationofFinanc!alStatementsby
IndependentPublicAccountants」,NewYork,AmericanInstituteofAccountants,
January1936)
"企業存続 中の 自己資本 の全 体的変 動分 は
,各 会計期 間申の部分 的 変 動 分 の総額 と一致
しな ければ な らない 。他 の影 響 を受 けろ期 間 に対す る改訂 計算 書を 提 示 しない で或 る期間
の報告書 を 修正す ることは,明 か に利 害者集 団(interestedparties)を混乱 せ しめ るか誤
解 させ ることにな るであ ろ う。"(Rorem)
"か～る極めて望ましい手続である計算書改訂の原因になる或る種の不正 確性 は,日附
によ・て当該会計期間の期首と期末の間だけの収益と費用に制限された計算書には確かに
存在 しない。か ～る費用が除去 され,か ～る収益が当該勘定へ編入されることは,論 理上
剰余金の修正である。"(Husband)
"保守主義という点から言えば,資本的な損失と控除項目を収益 に借方記入すろ方が収
益の控除項目を資本に借方記入するよりも遙かに優れている。それらの項 目に疑問の余地
がない場合,良 き会 計実務 は資 本項 目を収益に借方記入 す る ことを認 めない。"
(Montgomery)
`三… 正常 的な企業 活動 において
,技 術的 に或 る年度 の営業 活動 に 割 当 て得 る項 目で
あ りなが ら爾後の期 間の会計記 録へ記入 され る ものが あ る。 正常 的な企業活 動 におい て生
ず る このよ うな性質 を持 ・た重復 す る項 目は,そ れが記録 され る期 間の損益勘 定へ含 め る
べ きであ り,異 常 な場 合を除 いて,利 益 剰余金 の修正 として処理 す べ きで は な い 。明か
に,こ の重復 す る借記 項 目や貸記 項 目が金額 的に大 きい場合 には,営 業成 績 に及ぼす影 響
が たS"ちに分か るよ うに損益 計算書 中の特別項 目(sp㏄ialitems)として列挙 すべ きであ
る。 このよ うな性質 を有 す る諸項 目に対 して直接 剰余金 修正を行 な う実務 は,必 ずや重大
な不 正表示 を導 く簿記 手続 であ る。 良 き実 務に おいては,利 益 剰余金勘定 は配当金や年度
純損 益勘 定残 高以外 に は実 際上閉 ざ してお くべ きであ る。"(ArthurAndersen,"Present-
dayProblembsAffectingthePresentationandInterpretationofFinancialStateme-
nts,"「TheJournalofAccountancy」,November1935)
"或る年度の損益計算書は,経常的,非経常的,或 いは異常であるなしにか ～わ らず,
その年度に属するすべての測定し得る項目と当該年度の業績を歪曲しない過年度に属する
小額の諸項 目を示さねばならない。
これに反して,当年度の純利益を歪曲せ しめる過年度 に属する借記項目と貸記項目は利
益剰余金へ振替えるべ きである。"(Stempf)
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"しか しなが ら
,企 業 が過去十 年間 に経 て きたよ うな恐 慌か ら生 ず る 剰 余 金 へ の 直 接
振替項 目は,も っと正 常な期間 に生ず るの と違 って 充 分 に 正 当 化 さ れ る もので あ る。"
(Hos血er)
"… 特殊な事情が異なる処理方法を正当化する場合を除いて,一般 にすべての項 目
は損益勘定を通じて振替えるべ きである。剰余金に損失 もしくは利得を直接 記入す るの
は,すべてか ～る項目を損益勘定を通じて振替える正常的手続の例外であり,異常な場合
にのみ正当化されるのである。"(Hosmer)
"… 損益勘定から剰余金勘定へ振替えることは利益を(蓄積)資 本へ転換せ しめ る
ことを意味する。従 って,直 接に剰余金へ振替えられた損失は一種の資本に対する振替え
となり資本と利益との区別を暖昧にするものであるが,実 にこの区別を明確にすることに
会計理論が全力を傾注しているのである。"(LittletOn)
この命題 は普 く論議 されてい るので,苦 労 して これ らの引用文献 を選択 した
のであ る。相当額 の過年度誤謬(pasterros)の実際の修正 と臨時 的 損 益 との
区別が ない為に,著 しい混乱 が現われてい る。
ア メ リカ会計学会は,報 告書 におけ る剰 余金の修正に反対す る積極的な主張
を して断固 とした極 めて批判 的な立場 をとってい る。アメ リカ会計学 会は,た
またま相 当額 の修正が必要 にな ることを認識 して,誤 謬 の修正 を実行す る為 に
過 年度損益計算書 を改訂す る要請 を説 いてい る。
Sanders,Hatfield,およびMooreが 述べ てい るこの一一般的命題 は果 して原
則 た り得 るで あろ うか?そ れは重要性の原理 の実践 的適用 として特 色づ け ら
れ る色 々 な方法 を提示 してい る。それ は相殺 的誤謬(offsetingerror)によ る
誤謬 の修正 を是認 してお り,従 って"基 本的真理"と して列挙す る ことは出来
ない。ア メ リカ会計学会の提案 は,も っと基本的で包括的で且 っ普遍 的なよ う
に思われ るが,そ れ も原則の必要不可欠 な テス トに適合す るまで には至 ってい
ない。
次 に述べ るSanders,Hatfield,およびMooreの ステイトメ ン トの第III部
は貸借対照表原則 に関す る もので あ り,こ の書物 においてはそれ ほど重要性 を
持つ もので はない。それ を こ ㌧に例示す る理 由は,第 一に完全性 を期す ことが
望 ま しい と思われ るか らで あ り,第 二 にその或 る種 の命題 には損益計算の領域
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置.貸 借封照表原則
III.A."貸借対 照表 は,(a)資産 の性質 と金額,(b)負 債 の性質 と金額,(c)拠出資
本金 の性質 と金 額,(d)利益 剰余金 と資本剰 余金の金 額を示 さねば な らない。"(S-H-M)
"株式会社貸借対照表の正味財産区分では拠出資本 と未処分利益を明確に区別 しなけれ
ばならない。(LittletOn)
"株式 会社貸借対照 表 の正味財産 区分 の うち未処 分 利 益 剰 余 金(earnedsurplus)と利
益 積立金(earnedsulplusreserve)以外 のす べ ての項 目は拠 出資本 に関連 して い る。"
(Littleton)
"価値 の あ る もの に は す べ て請 求 者(claimant)があ る
。"(Trouant)
アメ リカ会計士協会の委員会,ア メ リカ会計学会,そ してGilbertR.Byrne
の諸 リス トにはSanders,Hatfield,およびMooreの リス トに対 応 す る命題
が含 まれ ていない。TrouantとLittletonから引用 した命題 も必ず しも適切 で
はない。
こ、に提示 した命題 は望ま しい実務 の一 般 的 な解説 もし くは説 明といったよ
うな もので ある。それ は原則 と言 うよ りも通則 と言 った方 が 良 い か も しれ な
い 。
くダのはわ
Patonは,その 「会計理論」 の申で,会 計の 基 礎 をなす多 くの一般 的な 仮
定 もし くはコンベン シ 。ンを論 じてい る。彼 はそれ らを公準(postulates)と言
い,そ の中に貸借対照表 等式 を含 めてい るが,彼 は更 に進んで 貸借対照表 に関
連 して 財政状態 に関す る公準 もし くは コンペンシ 。ンを追求 してい る。 こ ㌧に
言 う基本的仮定 とは,貨 幣 的表現 による資産 と負債 の計算害 が事業の財政状態
の完全表示であ るとい うことで あ るが,Patonはそれが明か に間違 ってい ると
確 言 してい る。
(久野 注1)W.A.Paton,「Account;ngTheory」(NewYork,TheRonald
PressCompany,1922),pp.471～499.
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III.B."… 貸 借 対 照 表 申 の固 定 資 産 もし くは資 本 的 資 産(caPitalassets)に関 し
て:
ー
?
?
?
3.
その金額は,か ～る資産に投下した金額に基づかねばならない。
減価償却,減 耗償却,お よび原価償却の引当金は,そ の耐用命数にその原価を割当
てる累積過程を示さねばならない。
(1)有形資産,(2)無形資産,そ して(3)投資の間に適切な区別が為されねばな
らない。"(S-H-M)
"会計人が特定時点の物的資産を評価するということは消費された,費 消された,或 い
は失なわれた効用を反映する為に取得原価の幾何を償却すべ きか,そ して正しく将来の営
業活動に属するものとして幾何を繰延べるべきかを決定す ることを意 味す る。"(公準
1,A.A.A.)
(久野注1)"受益所 有権(beneficialownership)に相当額 の変 化が生 じた場 合 ,原価 は現金 支出額
もし くは有 価証券 と交 換 に取得 した財産 の公正 な市場価 格(fairmarketprice)によって
測定 され る。"(公準2,A.A.A.)
"未償却原価以外の価値を引用する場合,それ らは単に報告目的か らの附 随的事項 とし
て財務諸表に表示せねばならない。"(公準7,A.A.A.)
"〔A.A.A.は〕原則の中で流動資産と固定資産の評 価に何ん ら区別をしようとしな
かった。著者の見解によれば,こ の立場は健全だと思われるのであって,会計人は過去に
おいて類似性を認識することよ りも差異を見出そうとして科学者としての立場を弱いもの
にしてきたのである。"(Rorem)
"経済 人 は 〔A.A.A.が 〕将 来 の 所 得 の 割 引 価 格(discounted-valuesoffuture
income)に余 り注意 を払 わなか った こ とに失 望す るか もしれない 。 しか し,結 局の ところ,
将来 の所得 は見積 り数値 であ り,人 はか 、る見積 りに対す る合理 的な基準 を求 めね ばな ら
ないの であ る。"(Rorem)
"或る項目を他の事業から購入する場合は
,常にその所有権の変動が時点については勿
論その事実に関しても容易に認識される。しかし,組織更生(reOrganiZatiOn)が新 しい
証券の発行とか株式会社の支配権の移転を伴なう場合には,事 情は それほ ど明確ではな
(久野注1)不 明確な用語法 であ るが,恐 らく資産 認識上 の統一概 念 として用 い た言
葉 で あろ う。な お,中 島省吾訳 編,「A.A.A.会 計原則 」(中央経済 社,1956)申
の 「試案」(1936年公表)訳 註PP.34～35を 参照。
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い。か ～る場合には,所 有権が変動したことに基づ いて物 的資産を再評価するのが正当
であろうか?こ の問題は原則 を発 展 させ る場 合 に対処せねばな らない問題である。"
(Rorem)
"記録 目的か ら会 計上 認識 され る唯一 の原価 は 現 金 支 出 価 格(歴 史的原価)で あ る。"
(]Littleton)
"固定資産会計に関する原則の表明は,何をおいても`発 生 した減価,減耗,或 いは償
却費を差引いた原価'の 基準で固定資産の金額を表示する要請を再確認する必要があるよ
うに思われる。"(Stempf)
"自分は,有価証券 と交換に取得した資産の公正な市場価格が その財産の原価を測定す
る尺度であるという条項 〔公準2,A.A.A.〕を無条件に採用しようとはしない。どうし
て発行した有価証券がたビちに確実なる市場価格を持ち得 るであ ろ うか?そ の有価証券
の市場価格は,その財産の公正な市場価格に等しいと見倣すのであろうか?"(Stempf)
"固定資産を引上げることは実際にその資産の利用原価を増加させ,固定 資産を引下げ
ることは高物価水準の時に購入した所有資産の経費(burden)を減少 させ ることになる
のであろうか?"(Littleton)
Sanders,Hatfield,およびMooreが 固定資産の価 格 は そ れに投下 した金
額 に``基づ く"(based)もので なけれ ばな らない と言 ってい るの に注意すべ き
で ある。勿論,こ れ は固定資産を原価 で示 さなければ な らない と言 うの とは異
な る。
これに反 して,ア メ リカ会計学会 は,原 価 以外の価 格が引用 され る場 合に注
解表示(parentheticaldisclosure)を行 な うのが望 ま しい ことを指摘 してい る
とはいえ,一 貫 して原価 を強調 してい る。
固定資産評価 の基準 として取得原価(origialcost)が望 ましい と言 って も,
混合 した資産全部 を現金 もし くは有価証劣 と交換 に取得 した場合,当 然それ は
困難 に陥人 って しま う。評価(appraisal)は,たまたまかSる 場合に適用す る
唯一 の得心のゆ く便宜策であ る,
原価評価 の一般的会計実務 は一つの原則だ と言われた り,時 には一 つの通則
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く　　
だ と言われtdりす るが,Hatfieldは,それは``明らかに一 つの仮定に基 づ くも
のであって基本的 な原則の表明で はない"と 言 っている。従 って,こ の観点 か
らすれば,原 価評価 は一 つの コンベ ンシ 。ンで あ る。
(久野注1/
Patonも,その 「会計理論」の中で,原 価評価 は企業 家が理性的(rational)'
であ るとい う仮定一 強制,欺 隔,悪 判 断,そ して不注意が企業 には見 られな
いとい う仮定 に基づ くもので あ ると言 って,こ れが コンペン シ 。ンで ある と主
張 してい る。
固定資産の評価 には,更 に第三 の コンベンシ.ン,即 ち継続事業の コンペ ン
シ.ン が含 まれてい る。アメ リカ会計士協会が刊行 した 「独立公 会計士 によ る
財務諸表 の監査」(ExamillationofFinancialStatementsbyIndependent
(久野荘2)
PublicAccountants)は,特に この仮定 を コンベンシ 。ンと名づけてい るの に
対 し て,Trouantは彼 あ``原 則 お よ び コ ン ペ ン シ 。ン"(P血ciplesand
Conventions)のリス トの中でそれに言及 している。
会計士業(accountingprofession)は,一般 に固定資産 の引上げ実務 やそ
れ に伴 な う資本剰 余金(uneamedsurplus)の設定 を嫌 うけれ ど も,固 定資産
価 格を引下 げる ことに関 しては異 なった態度 を とるのが通常で ある。 正規 の組
織 更生か ら生 ず る資産価格の 引下 げと,固 定費(fixedcharges)が正常の営業
活動 に よって償 な えない場合の再評価 との間に,殆 ん ど論理上の差異 は見 られ
ないとい うことが多 くの人々 によって主張 されてい る。Sanders,Hatfield,お
よびMooreが 提示 し7c命題 は,原 則 としての特性 がな く,従 って・一・iL般に認 め
られた長 所 を持つ コンペ ンシ.ン と通則 の混合 した ものに ほかな らない。
(1)HenryRandHatfield,「Accounting」(NewYork,D.Appleton・Century
Co.,Inc.,1927),p.66.
(久野 注1)W.A.Paton,「AccoungTheory」(NewYork,TheRonaldPress
Company,1922),p.489.
(久野 注2)連 邦 準 備 局(FederalReserveBoard)は,会計 士 監 査 の 発 展 を促 進 す
るに 当 って,先 ず1917年に 「統 一 会 計,連 邦 準 備 局 試 案 」(UniformAccounting,
ATentativeProposalSubmittedbytheFederalReserveBoard)を公 表 し,そ
の翌 年 ア メ リカ会 計 士 協 会 に 委 嘱 して 「公 認 貸 借 対 照 表 作 成 方 法 」(Approved
MethodsforthePreparationofBalance-SheetStaternents」を作 成 し,更 に1929
年5月 に 「財 務 諸 表 の検 証 」(VerificationofFinancialStatements)とい う研 究
公 報 を公 刊 した が,そ の 改 訂 版 と して1936年1月 に ア メ リカ会 計 士 協 会 が 出 版 した
もの で あ る。
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III・C."流動資産 を正 し く表 示す る要件:
ゐ 特 定項 目を計上 もし くは除外 す るに当 っては,流 動 負 債 と 関 連 す る同時性の基準
(thesametimebasis)によって決定す るこ と;
2.幾 つかの項 目に原価,置 換 市 場 価 格(replacementmaket),或い は 換 金 価 値
(realization)が適用 し得 る場合 に は,そ の 価 格 は 一 般 に 最 低 の もの と渉 る こ
と;
3.引 当金(reserveS)は,それ に関連す る流動 資産 と明瞭 に関連 づ け る こと;
4.正 常 な企業活 動か ら生 じな かった項 目については分離 して表示 す る こと。"(S・H・M)
"これ ら諸原 則の適 用 は
,… 棚卸 資産 と投 資原価 を次 期以降 に配 分 され る金額 まで切
下 げ る ことを意 味す るほ ど,充 分 に拡張せ ねば な らない 。"(公準5,A.A.A.)
."株主,役 員,お よび従業員,そ して関係会 社へ の貸付金 額 は別 個 に示 すべ きで あ り,
か ＼る人達 に対す る負 債 は成可 く分離 すべ きで あ る。"(Trouant)
"一 年以 内に実現す る資産 と一年 以内 に支払 われ る負 債 は`流 動'(Current)とい う名称
をつ けて整然 と示 され る。"(Trouant)
"役員 ,従 業員,或 いは関係会社 に対す る受取手 形 もし くは 受取 勘定 は別 個 に示す べ き
であ って,受 取手形 勘定 もし くは受取勘 定 とい った一 般 的 な 見 出 し で掲示 して はな らな
い。"(原則5,A.1.A.)
"… 未販売商 品に関す る市 価低落 は ,丁 度`減 価差 引原価'(costlessdepreciation)
以下 の価格 で固定 資産 を売却 す るの と同様 に,価 値 の費消(expirationofvalue)を示 す
ので あ る。
"会計士 の仕事 は
,取 得 原価 を測 定 し,且 つ各 会計 期 間中 に費消 す る部分 を 測 定す るこ
とで あ る。 それが販売,減 価,減 耗,陳 腐化,或 い は市価 下 落の何 れに よ る費消 であ ろ う
と問題 でない。"(Rorem)
GilbertR.Byrneは彼の八っの命題の中に棚卸資産評価 を含めていないけ
れど も,その原則5は 恐 らくそれに該 当するであろ う。原則5に は,"損 失が
実際に発生しな くて も,も し発生する可能性がある場合,純 利益 を算出する前
にそれを計上せぬばな らない"と 書かれているが,そ れは棚卸資産評価に該当
すると思われる。 アメリカ会計学会の公準7は 未償却原価以外のすべての価格
を注解表示する ことを要請するものであ り,そ れは恐 らく先に引用した公準5
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の部分 と矛盾 す る ことはないで あろ う。 アメ リカ会計学会 は,棚 卸資産 に関 し
て も明か に原価主義(costbasis)に賛成 する確固 たる立場 をとっている。
会計用語上の諸困難は,原 価 もし くは時価の何れか低 い方で棚卸資産 を評価
(久町 注1、
する実務に関連 して最 もよ く立証されているように思われる。 それを原則だと
い う多 くの意見があるとはいえ,大 多数の会計人はそれを通則と呼ぶのを好む
よ うである。
(久野注2、
Roremは,ア メ リカ会計 学会の廿 の公準 に関す る論 評の申で,"固 定 資 産
に関する減価差 引原価の通則は大体 において流動 資産 に関す る低 価 主義(rule
ofcost-or-market)と同 じ もので あ る"と 考えてい るが,彼 の考えに同意する
会計人 は殆ん どお らない よ うで あ る。Patonは,この低価主義 に極 めて確固 た
る態 度をとってお り,そ れ が利益 を誤魔化 し,且 つ或 る期間の利益の過小表示
(understatement)は次期 の過大表示(overstatement)によって平準 化す るので
何 ん ら保守的で ない と言ってい る。GeorgeO.Mayは,低 価主義が貸借対照
ピ久野 注3h
表監査の観点(viewpointofthebalancesheetaudit)に基礎 をお くもので あ
り,損 益計算書 に重点が増 して きた観点か らすれば,何 ん らかの方法 もし くは
表 示の変更 が必要にな るか もしれない と考 えている。
Sanders,Hatfield,およびMooreの 報 告書の テキス トでは,後 入先出法 や
基 準棚卸法 の如 き棚卸方 法を是認 してお り,こ の著者達 が保守主義の原理 に重
きをおいてい ることか ら,こ れ らのすべてを正当化 してい るよ うに思われ る。
理論的 に言えば,継 続事 業の コンベンシ 。ンは固定資産 に対 して妥 当す るよ
うに流動資産 に対 して も全 く同様 に妥当す るので ある。 実務 においては,な か
んつ く基 準棚卸 法の如 き棚卸方法 に関 して,そ れか ら生 ず る価格 は相 当に低 く
な り,継 続事業基準ではな くて 清算基準 によつて行 なわ れたよ うにな るか もし
れない。保守主 義の原理 や 貸借対 照表 的観点が会計実務 に大 きな影響 を与 えて
(久野 注1)低 価 主 義(costorm∂rketrule)を 指 し て い る こ と は 明 か で あ る 。
(久野 注2)C.RufusRorem,"AccountingTheory:ACritiqueoftheTenta-
tiveStatementofAccountingPrinciples,"「TheAccountingReview」,June
1937,p.134.
(久野 注3)損 益 計 算 書 的 観 点(profitandlossviewpoint)に対 比 さ れ る貸 借 対 照
的 観 点(balancesheetviewpoint)と同 意 義 で あ る。
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いるので,多 くの場合 に流動資産評価 が この コンペンシ.ン に充分 な効果 を与
え得 ない と言 うのが恐 らく正 しいで あろ う。
この流動資産 に関す る命題 その もの は,特 別 の名称 を附す る ことが出来ない
ほどに通 則,コ ンペンシ.ン,そ して原理 が混合 しあった ものになってい る。
III.D."繰延勘 定(deferredcharges)を公表 す るには特 に次 の よ うな事柄 に注 意 を
払 わ ねば な らない:
1.将 来 の期間 の給 付(benefit)に対 して発生す る費用 と現実 に負担 してい る損失 との
区別;
2.一 般 に幾何 の期 間が その繰 延勘 定 に よ って給 付 を受 け る か と い う償 却 の基準 。"
(S-H・M)
他の会計原則の リス トは,こ れ と正確 に照応す る命題 を掲 げてお らず,繰 延
勘定 を資産評価の全般 的問題の一構成要素 として取扱っている。
しか しなが ら,ア メ リカ会計学会 は,そ の公準6で,多 くの会計人の気 に入
らない提案 を行 なっている。 この公準は,社 債割 引はその負債 の額面額(face
value)から控除 して示 すべ きだ と主張 してい る。 この提案 は,か な りの批判 を
惹起 したが,そ れは貸借対照表の配列法だ けに言及 してい るのであ るか ら,こ
～で この提案 を論ず る ことは正 当でな いよ うに思 われる。
Sanders,Hatfield,およびMooreが 提示 した命題 は将来の期問に対す る給
付 とい う概 念 を 与 え て い る が,そ れ は 繰 延 勘 定 の 本 質 的 属 性(essential
attribute)である と一般 に考 え られてい る。最 も優 れ た 会 計 上の見 解は現実 に
は未償却損失の性質 を有 する繰延勘定 に不興の色 を見 せ て い る よ うに思わ れ
る。Montgomeryは,"繰延項 目は将来の期 間に給付 を もた ら さ ね ばな らな
い"と い う通則 を主張 している。
この通則の論理的妥 当性は,し ば しば保守主義の原理 に よって 大 きく修正 さ
れている。理論的 には期末 において繰 延勘定 と見倣 さねばな らない 多 くの支出
が,そ の期 に償 却 されてお り,従 って損益計算書 に何ん らかの歪みを生 じ させ
ている。
III.E."偶 発 債 務(contingentliabilities)は,それ が 重 要 で あ り危 険 性 が あ り,且 っ
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相当 に明確 な金額 であ る場 合,貸 借対照表 もし くは脚注 に示 さね ばな らない 。"(S・H-M)
これは保守主義や公開性の一般原理を特に報告へ適用した もので ある。実務
上 も,すべての会計権威者がこの命題の要請に同意している。
III.F."再取得 株式 は資本金 か らの控除項 目として示 すべ きで あ り,例 外的 な場 合 に
(久野注1)
はそれ を資産 として示 して もよいが,そ の 場 合 に は そ の理 由 を明示 せ ねばな らない 。"
(S-H-M)
これは大部分の権威者達 が全 く是認 してい る命題で ある。 アメ リカ会計学会
は,そ の公準16で,ま7Cアメ リカ会計士協会の委員会は,そ の原則4で,同 様
の説 明をしてい る。
D.L.Trouantは,会社 は自社株式の取引で損益 が実現 しない こと を指 摘
しfc。この 命題 には,(1)再 取得 株式 の貸借対照表上の表示方法,(2)かsる
再取得株式 の売却損益 の処理方法,そ して(3)株式 会社 が所 有 している間にか
㌧る再取得株式か ら生ず る配 当金 の処理方 法 とい う現実 に考 えねばな らない三
っの異なっアこ問題 がある。
社 内株 に対 す る一般的 な見解が ど うあろ うと,そ れは株式会社 だ けに関連す
る もので あ り,一 般会計(generalaccounting)の原則 とい うよ りは法律的会
計(legal・aCCoUnting)通則 と見倣 され る事実か らみて,そ れは殆ん ど原則 とは
考 え られないであろ う。
Sanders,Hatfield,およびMooreが 示 し7c次の二つの命題 は,二 つ と も資
本剰 余金(capitalsurplus)に関す る もの なので,一 緒 に した 。
III.G."資本的資産を今までよりも高い価格に評価替えすることによって資本剰余金
が生ずる。今までよりも低い価格に評価替えする場合は,そ の時の状況によって資本,資
本剰余金,或 いは利益剰余金を減少せしめる。"(S・H-M)
III.H."資本剰余金は,収 益 もしくは利益剰余金に課すべき費用を取除く為に利用し
(久野注1)再 取得株式(reaquiredstock)を資産 として示 し得 る場 合の要件 として
は,そ れが何ん らか の理 由で一時 的に所有 され,且 つ極 めて換金 性が高い場合 に限
られ るで あ ろ う。
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て は な らな い 。"(S・H・M)
像`資本剰余金は,たとえそれがどのようにして計上 されたもので も,当年度 もしくは将来
の年度の損益勘定に課すべ き費用を取除 く為に使用してはな らない。 この通則は組織更生
に関しては例外があり,組織更生会社は,も し現存する会社が存続する場合には,収益に
賦課すべき費用でも取除 くであろうし,そ の事実が充分に公開され,そ の行為が組織更生
の時 と同じく正式に株主から承認されているならば,組 織更生が行なわれない場合で も同
様な結果に帰着すると考えられるであろう。"(原則2,A.1.A.)
"株式会社の資本については二つの主要な区分,即ち払込 資本 と利益剰余金とがあるこ
とを認識せねばな らない。各区分の細分 類項 目は適切 に示すべ きである。"(公準14,
A.A.A.)
"払込資本 は発 行 株 式 の 受 入 額
,即 ち 資 本 金(capitalstock),払込剰余金(paid・in
surplus),再取得株式 め売却 益 お よび割引 で 購 入 し た 再 取 得 株 式 の 消 却 益,株 式配 当
(stockdividends),資本組入(recapitalization),その他 によ る利益 剰余金 か ら資本金勘
定への振替 え分 か ら構 成 され る。払込 資本勘 定の減 少 は社外株式 の償還,再 取 得株式 の消
却,或 い は清算 配当(1iquidatingdividends)から生ず る。"(公準15,A.A.A.)
"払込剰余金 も積立金 も損失の填補に利用すべ きでない。すべての原 価償却費,認識 さ
れた損失,そ の他の資産費消価値は損益勘定を通じて利益剰余金に振替えねばならない。"
(公準17,A.A.A.)
"資本金勘定 と資本剰余金勘定は,と もにその企業に対する資本主 の正味拠出額を示す
ものでなければならない。"(原則6,Byrne)
"剰余 金 は
,実 務 上 出 来 る こ とな ら,`利益 剰 余 金'(earnedsurplus)と`資本 剰 余 金'
(capitalsurplus)に区 分 せ ね ば な らない 。"(Trouant)
資本剰余金 に関す る諸問題 は,一 部 は会計理論 に,そ して一・部 は法令に関係
してい る。或 る事柄 を行 な うに当って示 された り或 いは 関連 して くる法令の認
許事項 は会計人 に よって支配出来ない もので あるとい うことが,会 計人の間 に
広 まってい る感情であ る。論理的 に言えば,株 主 が拠 出 した金額 は,た とえそ
の一部だ けが法定資本(legalcapita1)であるとして も,そ の拠 出の 形 態 の 如
何 を問わず会計的資本(accountingcapita1)と見倣すべ きであ る。
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資産価格の引上 げによって資本剰余金が発生することに関 して,か ～る取引
(久野荘1)
が一種の意味のない仕 ぐさであることは今 日では充分に認識 されている。 一時
的な見せかけの正味財産の増加は,結 局それまでよ り高額の減価償却費によっ
て相殺されてしま う。
法令,判 例,そ の他の法律か ら派生す る他の命題 と同様 に,そ れを通則 と言
うのが適切であ るよ うに思 われる。
III.1.として分類 した次の命題 はSanders,Hatfield,およびMooreの 二
十五 の命題か ら成 る リス トに は載っていないのであるが,完 全性 を期 す為 に必
要 だ と思 われ る。
III.1."利益剰余金は次の場合に限って貸記もしくは借記せねばな らない。 定期的に
報告される損益勘定の残高;株主への配当金;償 還の為に買入れた株式 もしくは消却しに
再取得株式の払込資本を超える原価分;お よび運転資本(workingcapital)の維持 もしく
は減債基金(sinkingfunds)の填補の如き目的で留保しておく積立金の引下げ。利益 剰
余金は,その会社自体の株式に関する取引か ら生ずる貸記項目,或 いは払込資本 もしくは
他の資本勘定か らの振替項目を計上してはならない。"(公準18,A.A.A.)
"欠損金が正当な株式会社の行為によって資本金の額面もしくは表示額を控除 して填補
される場合,そ の後の利益剰余金は,そ れがその会社の創業後の或る時点の日附から開始
せることを示すよ うにせねばならない。"(公準19,A.A。A.)
"期末報告書には,その会計期間中に発生した変動の態様を公開する為,資 本金 勘定と ・
剰余金勘定の計算書を含めねばな らず,そ れは株式の売却 もしくは買入れか ら生じた払込
資本の増減を明示 しなければならない。"(公準20,A.A.A.)
"公準20は,`期末報告書には,そ の会計期間申に発生した変動の態様を公開す る為,資
本金勘定と剰余金勘定の計算書を含めねばならず,そ れは株式の売却 もしくは貿入れか ら
生じた払込資本の増減を明示しなければならない'と述べている。同委員会は,更 に`そ
して,こ の計算書の読者が株主の拠出した資本額とその株式会社の収益から計上せ られた
金額 とを判別し得るように,明 確な日附を示して,株式配当か ら生ずる払込資本の増加'
(久野注1)今 日のよ うに イ ンフレイシ ョンの影 響が純粋 な原価主 義会計 を脅 か し つ
、あ る時再検 討 さるべ き問題 で あ る。 しか し,、その場合 で も"固 定資産 の再評 価 と
い う方策 は一時 凌 ぎに過 ぎず,そ の全面 的な救 済 策 は 安 定 価 値 会 計(stabilized
accounting)によ る以外 に存在 しない であ ろ う。
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とい う言葉 を附 け加 えれば もっと良かったで あ ろ う。"(Husband)
"会社 が 巨額 の 資 本 減 少 を含 む 資 本 修 正 手 続 を した 後 に利 益 剰 余 金 を 再 び 新 しい 日附 を
も って 計 上 す る要 請 に 応 え るな らば,一 般 投 資 家(averageinveStOr)は会 社 の 過 去 の 歴
史 上 に 起 こ った 事 柄 に 関 し て貸 借 対 照 表 で 新 しい有 力 な 手 が か り を 持 つ こ と に な る 。"
(HowardC.Greer,``IsItDesirabletoDistinguishbetweenVariousKindsof
Surplus～"「TheJournalofAccountancy」,April1938)
"配当宣言(dividenddeclarations)は
,蓄 積 した実現 利益,即 ち会 計上 の用語 で言 え
ば,利 益 剰余金 があ る場 合 のみ に限定せ ねば な らない。"(Littlet・n)
"すべての確定した損失のみならず未定の損失相当額 を も損益勘定を通 じて毎年引当金
に計上すべきであり,か ～る損失は,それが確定し清算 される場合,優先的にか＼る引当
金に賦課せしめられる。かくして計上した負債 もしくは引当金は,私 の見解によれば,将
来発生する損失に対して利益剰余金か ら計上した積立金のようなものとは全く異なってい
る。"(Stempf)
これらの命題の目的は利益剰余金の構成を保全することである。 利益剰余金
勘定を再び新 しい日附を もって始 めるとい う規定は,た またまか 、る剰余金が
必然的に相当額の修正を受ける場合に備えて設定 されるのである。 これ らの命
題 は法律に依存 しているとはいえ,ま さに通則 として示 し得 るであろう。
IV.連 結 計 算 書
IV.A."連 結 計算 書 は親 会社(parentcompany)が実際 に支 配 してい る企業 体 だ け
を含 む もの でな けれ ばな らない。"(S-H・M)
IV.B."従 属会社(subsidiary)の株式 が親会社 の帳簿 に記録 され る際の金額 は,有
形 財産 た る と無形 財産 た る とを問わず,要 す るに従 属会 社財産の再評 価 を行 ない,そ れが
その まS連 結 貸借対照 表(consolidatedbalance・sheet)に示 され る。"(S-H・M)
IV.C."その支配権を親会社が獲得 した時に存在 していた従属会社の剰余金は,連 結
貸借対照表中に示 してはならない。"(S-H-M)
IV.D."従 属 会 社 の 小 数株 主 持 分(minorityinterests)は,
味 価 格 で 連 結 貸 借 対 照 表 に示 す こ とが 出 来 る。"(S-H-M)
従属会社の帳簿上の正
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上記の諸命題 は,たs"SandersHatfield,およびMooreの 分類表 を完 全に
しよ うとす る目的で掲示 したので ある。 それ らは連結 計算書 に関す る もので あ
り,こ の書物の主題で はない会計の一局面であ るか ら,他 の権威者連 の 見解 を
(久野注1)
掲 げる必 要はない と考 える。BymeとTrouantは,こ の種の命題 を一つ も掲
げてい ない。ア メ リカ会計士 協会の原則3,そ してアメ リカ会計学会の常任委
ぐ　ラ
員 会の指令でKohlerが作成 しk十 の命題 の全部 については,こ れ を故意に省
略す る ことにした。
V.注 解 と 脚 注
V.A."相 当 に長 い注解 や脚 注,お よび附属 明細 表(supPlementaryschedules)は,
説 明を必 要 とす る計算 書中 の項 目を明瞭 にす る為,或 いは計算書 を補足す る為に利用 され
る。"(S・H.M)
これは公開性の原理に関する一般的説明であ り,報 告だけに関するものであ
る 。 一1960,6,11一
〈附 記>
StephenGilman氏の御子息StephenGilmanJr.氏(バー一バ ー ド大 学 ロマ ンス語学
部教授)か ら1960年5月21日付 の私信 を頂 いたが,そ れ によ る と,StephenGilman氏は
数年 前 に来 日した ことが あ る との ことで あ り,日 本人 お よび 日本を非常 に賞讃 していた と
の こ とで あ る。彼 か らは,一 昨年 の秋 に も,ス ペイ ン,ポ ル トガル,フ ランスへ長 期旅行
をす る計画 だ とい う私信 を貰 った こ とが あ り,訪 日したの も恐 らく観光 旅行 の途次 であ ろ
うと思われ るが,生 前 に会 って話 をす る機会 を失 な った こ とを非常 に残 念 に思 ってい る。
なお序 いで なが ら・彼 の父(StephenGilmanJr・氏の祖父StephenW・Gilman- .
ウイ ス コンシ ン大 学教授,文 学士,法 学士,公 認会 計士)も,か って(恐 らく明治時代)
日本政府 の諮 問に応 じて来 日した ことが あ る とめ こ とであ るか ら,Gilman家が三 代 も続
いて学究 者 を出 してい る こと 、もに親 日家 で あ るこ と も附 記 してお く。
(久野 注1)こ の書 物 の 目的 を 別 に して考 え るな らば,連 結 計 算 書 の 問 題 は,今 日,
資 本 主 義 経 済 社 会 に おい て も社 会主 義 経 済 社 会 に お い て も,非 常 に大 きな 関心 を集
め て い る会 計 聞 題 で あ る。
(1)E.L。Kohler,``SomeTentativePropositionsUnderlyingCnsolidated
Reports,"「TheAcceuntingReview」,March1938,p.63.
